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フェージ ング存在時 の誤 り率特性






























デ ィジタル移動通信 にお ける送信 ダ イバー シテ ィ技術.
まえが き
送信 ダ イバー シテ ィ方式 の原理

























































サ イ トダ イバ ー シテ ィ効 果











































:搬 送 波 対 雑 音 電 力 比(CarriertoNoisepowerRatio)




:極 超 短 波(UItraHighFrequency)
3超 短 波(VeryHighFrequency)
:発 信 制 御 チ ャ ネ ル(AccessChanne1)
:切 替 制 御 チ ャ ネ ル(ControlChannel)
:信 号 中 継 制 御 チ ャ ネ ル(DataChannel)
:着 信 制 御 チ ャネ ル(PagingChanne1)

























































































:フェー ジングビッチ(最 大 ドプラ周波数)(Hz)
:送信ア ンテナおよび受信ア ンテナのゲイ ン(dB)













:データ信号 の繰 り返 し周期(sec)
:検波器出力(V)





























































今 日の移動通信 は,内 航船舶電話 ・無線呼出 ・自動車電話等の公衆通信系,タ クシー無線 ・警察
無線等 の専用業務系 およびアマチュア無線 ・市民無線等 のパー ソナル通信系 とその使用形態 は多岐
にわた ってお り,"い つで も ・どこで も使用 できる通信手段"と して社会機構 の高度化 ・多様化 と
ともにめざま しい発展を とげている。 申で も,昭 和54年 末サービスが開始 され,そ の後急速 に全
国へ導入が図 られている自動車電話 は本格 的な陸上移動通信時代の到来 を告 げるものであ り,昭 和
60年5月 末現在 のサ ービス地域 は47都 道府県51地 区に及び,ま た加入数 は43000に も達
してい る。 また,最 近で は新 たな通信 メデ ィアとしてMCA(マ ルチチ ャネルアクセス)お よびパ
ーソナル無線が導入 され注 目されている。
このよ うな移動通信 に対 す る需要 の急激 な増大により,従 来 の移動通信で用 い られてきたVHF
帯の周波数帯域 は著 し ぐ逼迫 している。 このため,よ り広 い帯域幅 を確保 できるUHF帯 以上 の周





















わが国の 自動車電話方式 は800MHz帯 の使用 と,小 ゾー ン構成 ・マルチチ ャネルアクセス等
の周波数有効利用技術 および蓄積 プ ログ ラム方式に支え られ た制御技術 の導入 によ り加入者容量 の
大容量化 ・広域サー ビスを実現 した システムで ある。本節 では自動車電話方式 の電波伝搬特性 ・ゾ

























図1.1に 示す ように,多 重伝搬路を経由 した各波が移動局 の進行方向に対 して θ`の角度で
到来 す るもの とすれば,各 到来波は
e`〈 ε)=R4(む)cos〔(ωc十 ω`)孟 十 φ`(ご)〕(1.1)
で 与 え られ る。 ここで,Ri(の お よび φ1(の はそれ ぞ れ到来 波 の包 絡 線 お よび位 相 で あ る。
また,ωcは 搬 送 波角 周 波数 で あ る。 さ らに,ω`は ドプ ラ角 周 波数 で あ り,入 射 角 α`,車 速 び,
波長 λの間 に
ω`=(2π び/λ)cosα` (1。2)
の関係を有す る。式(1.2)に お けるy/λ が最大 ドプ ラ周波数で あり,900MHzの 電波
を用 いた システムでは,車 速48km/hで 移動体が走行 する場合に は40Hzと なる。 いま,





























(a)市街地 の短区間にお ける受信 レベルの瞬時変動
2004006008001,0001,2001,400
時 間(sec)
(b)短 区 間 中央 値 レベ ル の場所 的変 動 特性
(500m×800mの区域内を平均時速20kmで走行 した場 合)












`冒1}・ 。・(ω ・ ε)一{差,γ






と展開で きる。 ここで,各X`(の お よび γ`(の の値 がほぼ同程度 であるとし,さ らに無限
個の波が到来 するとすれば中央極限定理に基づいて,X`(ご)お よび γ`(の はそれぞれ互 い
















で与え られる(1》《2)。式(1 ・6)中の σ12は受信波e(の の平均電力で あり,X(の および
γ(の の分散に等 しい。式(1 ・6)が示すよ うに,包 絡線 は レィ リー分布則に従 って変動す る
ことか ら・e(の の瞬時変動を レィ リーフェージ ング とも呼ぷ(3)一(5》
。実際 の市街地 にお ける
融 伝搬 の測定結果 によれば 蜘Om程 度 の走行 区間4・お いて翻 される レベル変動が数10
dBに もおよぷフェージ ングは レィ リーフェージングに近似で きることが示 されている
。
図1・2(・)に 短 区聞 にお ける受信 レベルの鵬 変動 の一例を示 す … .鵜 前記到来波 に遅
延時間分散が存在する ときにはフェージングは周波数選択性を呈 し,と くに高いビ ッ トレ_ト の
デ ィジタル信号伝送を行 うときには問題 となる。
一方 式(1 ・4)に おいて・直接波のような定常波 成分が存在す る場合 にはe(の は
一5一
e(の=邑+X(の}cos(ωcご)一 γ(のsin(ωca) (1.7)
となる。式(1.7)に お けるAは 定常波 の レベルであり,X(の および γ(ご)は互 いに独立
な零平均ガ ウス過程 である。 このとき,e(参)の 包絡線および位相 の確率密度 関数P(R)お よ













で与 え られ る(7,。こ こで,1。(x)お よ びerf(x)は それ ぞ れ第1種0次 変 形 ベ ッセル 関数 お





式(1・8)で 与え られる包絡線R(の は仲上 ・ライス分布則に従 って変動 す ることか ら」式
(1・7)で与 え られた受信波が受 けるフェージ ングを仲上 ・ライスフェージ ング とも呼び,実
際 の移動伝搬路 において もこのフェージ ングが観測 されることが報告 されてい る 《3,。本論文 で
一6一
は,式(1.5)お よび式(1.6)で 与え られ るレイ リーフェージ ングモデ ルを用 いて各種検
討を行 っている。
次に,受 信 レベルに関 してよ く用い られる短区聞申央値を上記 レイ リー フェー ジングについて
求 める。短区間中央値 とは,数10皿 程度の短い区聞を走行す る移動局 の受信信号 の包絡線 の累
積分布関数 の値が0.5となるRの 値で定義 され,
覧m・(R)dR-・ ・5(1・1・)




とな り,R、/R鵬=0.54dBで あ る こ とが わか る。
(2)場所的変動特性
無線基地局 と移動局 の距離が一定 とみなせ る区域内において前述 の瞬時変動 の中央値 は場所的
にゆるやかに変動す る。 この変動 は移動体周辺 の建造物 ・樹木 ・地形 の起伏 による遮簸効果に起
因するものであり,変 動の原因が瞬時変動 とは異な るため通常,両 者 は独立 な現象 として取 り扱
われている。
中央値 の場所的変動 は 「短区間中央値変動 」 とも呼ばれ,実 測結果によれば中央値 の確率密度
関数 は式(1.12)に 示す対数正規分布 で近似できることがよ く知 られてい る(1》一(3》。
P・怖 脚÷ 駄)2〕::::⑫
一7一
ここで・X=4。Rnで ある。 また,X.は 区間内の短 区間中央値 の50%値 であ り,短 区間 中
央値 と区別す るため長区間申央値 と呼ばれる。 さ らに,σ2は 短区間中央値変動 の標準偏差で あ
り,建 造物 の密度 ・道路幅等によ り変化す るが一般的な市街地で は5～7dBの 値を とることが
報告 されている ① 。 短区間中央値変動 の ことを,そ の発生原因 に因んでrシ ャ ドウフェージ ン






Xm(γ)冨A・ パ 渓 (1.13)












1.2.2ゾ ー ン構成 と網構成
(1)ゾー ン構成
(i)無線ゾー ン
陸上移動通信においては,通 信サービスを受 けることので きる領域 すなわ ちサー ビスエ リア
内に存在す る移動局 と基地局聞に無線通信路を設定 し通信を行 う。 ひ とつの基地局がサービスを
提供 しうる空間的領域を無線ゾー ンと呼び,そ の配置法を ゾー ン構成法 と呼ん でいる。陸上移動
通信の形態をサービスエ リア と無線 ゾー ンの配置法 との関係か ら分類す ると2つ の方式 に大別 さ
れる。
第1の 方法 は,図1.3(a)に 示す単一無線基地局を用いてサー ビスエ リア全域に対 して通
信サービスを提供 する方法である。 この方法は,ゾ ー ン構成上、大 ゾー ン方式あるいは単一無線
ゾー ン方式 と呼ばれ,タ クシー無線 などの業務系通信 において一般的に用 い られている 《9,-qo㌔
















図1.3移 動通信 のゾー ン構成
一9一
大 ゾー ン方式を広域サービスを行 う陸上公衆移動通信へ適用す る場合,以 下の点 で困難 となる。
① 送信電力 の増加 には限度があ る
② 同一周波数 の空闇的繰 り返 し使用距離が大 き くな り,周 波数有効利用 ができな くなる
③ 大都市では呼量にみあうだけの無線 チ ャネルを確保 しに くい
④ サ ービスエ リア全域で均等 な品質確保が容易でない
第2の 方法 は,図1.3(b)に 示すよ うにサー ビスエ リアを複数 の無線 ゾー ンで 覆 う方法で
あ り,大 ゾー ン方式 に対応 して,小 ゾー ン方式,セ ル ラ方式 あ るいは複数無線 ゾー ン方式など と
呼ばれ る。本論文で は,こ の方法を小 ゾー ン方式 と呼ぷ こととする。小 ゾー ン方式 は大 ゾー ン方
式 にお ける前述の問題点の解決を はか った方式 であ り広域公衆移動通信 に適 しているq)《9,qω。






(a)正三 角形 ゾー ン
オ ーバ ラ7プ 領載
(b)正方 形 ゾ ー ン
(c)正六 角形 ゾ ー ン










図1.5正 六角形ゾー ンによ る群梼成の例
小 ゾー ン方式の陸上移動通信で はサービスエ リア内 の トラピック密度を一定 とした とき,単 位
無線 ゾー ンを規則的 に並べることによ りサービスエ リアを隙聞な く覆 う。 いま,単 位無線ゾ ー ン
の形状 として正多角形 によ リサービスエ リアを隙間な く覆 うものとすれば,図1.4に 示す正三
角形,正 方形,お よび正六角形のみが候補 となる。 この うち,無 線ゾー ンのオーバ ラップ領域が
最 も小 さ く,中 心間距離が最 も大きい正六角形 ゾー ンが周波数有効利用 の観点か ら一 般に用い ら
れるqDq2)。実際 の移動通信では,サ ービスエ リアを覆 う無線 ゾー ンをい くつか ひとま とめに
して群 とし,各 群単位で同一無線 チ ャネル壽を干渉妨害 のない距離 だけ離 して綾 り返 し使用 す る。
正六角形単位無線 ゾー ンによるゾー ン構成で は,群 を棲成す るゾー ン数 加は
一11一
尻=た2+`2+鳶z(た,z:同 時 に0で な い 自然 数) (1.14)
で与 え られ,加=1,3,4,7,9,12,13,16,19,21_.と な る く9}(13)《!4》。 図1.5に 群構
成 の例 を示 すG5)。 自動車 電 話 で は21ゾ ー ン繰 り返 しを採 用 して い る。
サ ー ビス エ リア内 の トラ ピ ック密 度 が一 定 で な い と き,い わ ゆ る トラ ピ ック テーパ が存 在 す る
とき に は,ト ラ ピ ック密度 の高 い地 域 ほ ど無 線 ゾ ー ンの大 き さを小 さ くし,よ り多 くの無線 チ ャ
ネ ルを割 り当て る こ とによ って 地域 内 の トラ ヒ ックを処 理 す る方 法 が提 案 され て い るqn。 ま た,

















ア ンテ ナ 高:基 地 局70m
移 動 局1.5m
トラ ピ ッ ク:半 径50km圏内

















図1.6小 ゾー ン化 による周波数利用率 向上
一12一
対処で きるqω 。
図1.6は ある送信電力のもとで無線 ゾー ン半径 と所要チ ャネル数 の関係 を示 してお り,所 要
希望波対妨害波電力比D/Uを 一定 とした ときの無線ゾー ン半径が小 さい程,所 要 チ ャネル数 は
少な くてもよい ことがわかる(9⊃。 無線ゾー ン半径を小 さくすることで周波数有効利用がはかれ
る反面,基 地局数 の増加および移動局の無線ゾー ン移行頻度の増加 に伴 う制御 の複雑化等 の問題
が生 じる。従 って,無 線 ゾー ンの大 きさは,① 周波数有効利用,② 基地局 および移動局 の設備費,
③無線回線の制御等 を総合的 に考慮 して決定 され る。わが国の 自動車電話 では無線 ゾー ン半径 は
5～10km(中 小都市用方式では7～15km)に 設計 されている(17》《18}。
(ii)制御ゾー ン
小 ゾー ン方式の陸上移動通信では,移 動局がサー ビスエ リア内の複数 の無線 ゾー ンにまたが っ
て走行 し通信を行 うことか ら,移 動局がサービスエ リア内のいずれの無線 ゾー ンに存在す るかを
検出 し,そ のゾー ンにおいて使用 可能な無線 チャネルを通話 の都度 設定す るための制御 が必要
となる。わが国の自動車電話ではこの制御を行 うため,い くつかの無線ゾー ンを ひとまとめに し
無線ゾーン
図1.7自 動車電話 のゾー ン構成
一13一
て制御 ゾー ンを設 け,通 話 チ ャネル とは異 なる制御 チ ャネルを介 して上記制御 を行 って いる。同
一制御 ゾー ン内では同一 の制御 チ ャネルを配置す る複局制御方式 を用 いてい る。 これによ り・通
話 チャネル設定 時間の短縮化がはか られ呼損率を低減で きるとともに,複 数 の無線基地局か らの
同時送信効果 と して制御信号の伝送信頼度を向上 できる。制御 ゾー ン内に は上記制御を行 うため
無線回線制御局を1局 配置 している。 また,ひ とつの制御 ゾー ンに含まれ る無線 ゾー ン数 は10
数個程度 とされてい る。
(iii)交換ゾー ン
ひ とつの 自動車電話交換局 の制御範囲を交換 ゾー ンといい、1以 上 の制御 ゾー ンよ りなる。








前述のゾー ン構成に対応 して 自動車電話 網は図1.8で 示す構成 とな っている。無線ゾ ー ンご
とに無線基地局を設置 し,そ の地域の トラピックに応 じた無線 チ ャネルの数に相 当す る通話用送
受信機および制御用送受信機を設置す る。10数 個 の無線 ゾー ンを まとあて構成 した制御 ゾー ン
内に無線回線制御局を設置 し,移 動局の所在 ゾー ン検出 ・通話チ ャネルの設定 ・通話中チ ャネル
切替の機能を分担す る。 自動車電話交換局 はD10形 交換機を用 いて固定網 との接続 を行 うほか
課金機能を有する。 また,加 入者メモ リを有 し後述 の位置登録等 のための加入者情報 を記憶 して
いる。 なお,自 動車電話交換局 の局階位は原則 と して固定網における総括局 に相 当す る。
1.2.3信 号伝送系
自動車電話における無線区間の信号伝送系 と して は,通 話信号伝送系 および制画信号伝送系 に分
け られる。
(1)通話信号伝送系
陸上移動通信の通話信号の伝送 には,一 般 にアナログ形式の狭帯域FM方 式 あるいは狭帯域
PM方 式が用 いられている。 これは,こ れ ら角度変調方式が定振幅特性を有す るため電力効率 の
高い増幅器の使用 を可能 とす るとともに,耐 フェージング特性が優れて いることによる。復調信
号のSNR(SignaltoNoiseRatio)の点 でPM方 式がFM方 式よ りも優れてい ることか ら,自
動車電話で は図1.9に 示すよ うに,狭 帯域PM方 式が採 られて いる 《17》。送信側で は,音 声信
号に対 して瞬時周波数偏移制限器(IDC:InstantaneousDeviationContro1)およびスプ ラ
ッタフ ィルタ(カ ッ トオフ周波数が3kHzの 一種の ローパスフ ィルタ)を 用 い ることによ り変
調スペク トラムの広が りを即制 し・隣接無線 チ ャネルへ の電力 の漏洩を規定値 内に抑えてい る。
受信側で は・受信波を リミタに通す ことによ って一定振幅 とした硫 デ ィスク リミネータを用い
て検波を行い・ さ らに検波信号を積分器に通す ことによ りその出力 と して復調信号を得 る。 また,
通話信号伝送系 に はシラビックコンパ ンダ(コ ンプ レッサ+エ キスパ ンダ)α9)を併用す ること
によ り,ベ ースバ ン ド信号中のク リック雑音 ・ラ ンダムFM雑 音 などの雑音を除去 し,伝 送品質
の向上 をはか ってい る ㈹ 。
なお,通 話信号伝送系 の伝送品質 は単音明瞭度 で規定 さ礼 ゾー ン周辺 にお いて場所的な確率


















従来 の移動通信で は制御信号 として トー ン信号が用い られていたが,自 動車電話 では多種の制
御信号を高速で伝送す る必要があることか らデ ィジタル制御信号を採用 して いる。制御信号 の伝
送 にあた って は,通 話信号伝送系の変復調器を共用で きることが機器 の小型化 ・経済化の点で望
ま しい。 自動車電話 にお ける制御信号伝送 には,送 信側で ビッ トレー ト300bpsのスプ リッ ト
フェ・一ズ符号(マ ンチ ェスター符号 ともい う)で 搬送波をFSKし て送出 し,受 信側では通話信
号伝送系の復調器を共用 して復調を行 う。スプ リッ トフェーズ符号 は図1.10に 示すよ うな符
号形式で あり,① 符号に直流成分がない,② ビッ ト同期抽 出が容易で ある等 の特長を有す ること
か ら採用 されてい る。図1.11は 制御信号 の符号 フォーマ ッ トの一例を示す(22,。
デ ィジタル制御信号 の誤 り率特性 は,伝 澱路 において発生す るフェー ジングの影響 で著 し く劣
化す る,た とえば レイリー フェージング存在下で はビ ッ ト誤 り率を1桁 改善す るためにはCNR






図1.10ス プ リ ッ トフ ェー ズ符 号 化 の例
ST lNF CHK
8bit31b、t12blt
ST:ス ター ト符号INF:情 報 符 号CHK:検 査 符 号
図1.11無 線 回線制御信号 の構成例(下 り着信制御 チ ャネル)
何 らかの誤 り率改善技術 の導入が必要 とな る。 これに対 して,自 動車電 話では誤 り訂正符 号お よ
び リサイクル方式を併用 して伝送品質向上をはか っている。移動伝鍛路における低 い ビッ トレー
ト信号伝送時の誤 り発生パターンはランダム誤 りが主体 とな っていることか ら,誤 り訂正符号 と
してはブ ロック符号構成 のランダム誤 り訂正符号の一種であるBCH符 号(23)(具体的 には,主
としてBCH(43,31))が 用い られている。一方,バ ース ト長が誤 り訂正能力以上 のバー
ス ト誤 りに対 しては リサ イクル方式 によ り情報 の再送 を行 うことによ り対処 している。 さ らに,
複局制御方式 における下 り回線信号伝送 のために,複 数 の無線基地局 か ら制御信号 を同時 に送 出
す る複局同時送信技術を適用 す るこ とにより,ス ペースダイバー シテ ィ効果に基づ く大幅な伝送
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品質 の改善をはか っている。 また,通 話信号伝送系 も含めた伝送系 にお いて受 信ダ イバー シテ ィ
技衛 の導入 によるベースバ ンドSNRや 誤 り率特性の改善効果の検討が行われてい る 《24,く25》。
複局同時送信技術によるダ イバー シテ ィ効果 については第2章 以降 で詳 しく述べる。 な紅 制御
信号 に関する伝送品質 は,ゾ ー ン周辺 の場所的確率90%で 非受信率1×10冒2以 下 を満足す る
ことと規定 されている。
1.2.4無 線 回線制御(22⊃
無線基地局か らサービスエ リア内を移動 する移動局 との通話 回線を設定 し,通 話中に移動局 がゾ




これ らの制御 を行 うため,無 線区間 の制御信号伝送系で は,複 局制御方式を採用 し複数 のゾー ン
ご とに設 けた共通 の制御チ ャネルを介 して制御を行 うとともに,一 部,通 話 チャネル(V-ch:Voice
channel)冒'を介 して の制御を行 っている。制御 チ ャネルには,発 信制御 チ ャネル(P-ch:Paging
channel)および着信制御チ ャネル(A-ch:Accesschanne1)がある。P-chの制御信号 は複数 の基地
局か ら同時送信(複 局 同時送信)さ れ,菖一chの制御信号 は複数 の基地局に より同時受信(複 局同時
受信)さ れ る。 その結果,ダ イバー シテ ィ効果によ りフェー ジング存在時の誤 り率特性が向上 し,
制御能率を高め ることができる。自動車電話 に用い られてい る複局同時送信方式 には,大 都市方式
用 の搬送波周波数オ フセ ッ ト方式お よび中小都市用の変調波形 オフセ ッ ト方式がある。前者 は搬送
波周波数 を各基地局でオ フセ ッ トして送信 し,ま た後者 は基地局聞で変調信号波形をオ フセ ッ トし
て送信す ることで受信信号に ビー トを生 じさせ,フ ェー ジングの落 ち込み時間率を減少 させ ること
によ ってオーバラ ップ領域での誤 り特性を改善 するものである。
P-chおよびA-chの制御信号 は前節 で述べたよ うにデ ィジタル信号 を用 いてお り,P-chは着呼接続
・一斉報知に用 い られ一斉呼 出系 と して構成 され,A-cbは発呼接続 ・移動局 の状態の報 告および登
録 に用 い られ ランダムアクセス系 と して梼成 される。一方,V-chの制御信号 には トー ン信号 および
デ ィジタル信号を用いている。(中 小都市 用方式で は全デ ィジタル化 されている。)
また,有 線 区間に は無線回線制御局 と自動車電話交換局間に信号 申継制御 チ ャネル(D-ch:Data
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chaRne1)を,無線基地局 と無線 回線制御局間に切替制御 チ ャネル(C-ch:ControlchanneI)を設 け,
それぞれ伝送す る加入者対応 の情報 のや りとりおよびチ ャネル切替 の制御を行わせ る。
次に,上 記各機能について述べる。
(1)位置登録
自勇車の在圏エ リアで一斉呼出を行 うため,移 動局 の現在位置を検出 し,こ れを 自動車電話交
換局 の交換機 の加入者 メモ リに登録する機能で あり,移 動局の電源投入時および呼出エ リアの移
行時に位置登録が行 われ る。次に,電 源投入時の位置登録 のシーケ ンスを示 す。
① 移動局 の電源投入 とともにP-chを順次切 り替 えその受信 レベルを測定 し,最 も高 い レベル

















局が記憶 していた位置情報を照合 し,両 者が異なる ときに は空 いて いるA-chを用 いて位置登
録信号を基地局に送 出する。
② 位置登録信号に もとついて,自 動車電話交換局で は加入者メモ リの位置情報部分を書 き替
え るとともに,A-chを用 いて位置登録受付信号 を移動局に送 出す る。
③ この信号を受信 した移動局 では自分 のメモ リ内の地域識別 コー ドの書 き替 えを行 い,新 し
いP-chで待 ち受 け状態に入 る。
呼出エ リアの移行時 の位置登録 はP-chの受信 レベル低下 を検出 した後 。電源投入時 と同様 の シ
ーケ ンスに従 って行われる。(図1。12参 照)
(2)通話回線設定 および終話
通話回線設定 は移動局か らの発呼 似 下,移 動局発 呼 という)お よび移動局への着呼(以 下,
移動局着呼 とい う)の2つ の場合にわ けて考え る必要 がある。以下 に,そ れぞれの場合 について
その動作 を説明す る。
(i)移動局発呼
移動局発呼 は以下 のシーケ ンスに従 って行われ る。(図1。13参 照)
① 加入者 のオフフ ックによ り直一chの空線信号を待受 け,空 線信号 が受信 され ると発呼信号
を送 出す るとともに,ダ イアル トー ンを鳴動 させ ダイアルさせ る。 ダイアル された番号 は
移動局のメモ リに一時記憶 させ る。
② 無線基地局で は移動局か らの発呼信号 に受信 レベル情報を付加 して無線 回線制御局へ中
継す る。無線 回線制御局で は最大 レベルの無線ゾー ンに移動局が存在す ると判断 し,そ の
無線基地局 に対 し空 き通話回線選択 をC-chを介 して要求す る。 これに もとづ き無線基地局
では,そ のゾー ン内の空 きV-chのひ とつを選択 し,チ ャネル指定番号 を移動局に送信す る。
③ チ ャネル指定番号を受信 した移動局で は指定 されたV-chに切替えた後,無 線基地局 よ り
送信 された無線導通試験信号(ト ー ン信号)を 折 り返 し送出するこ とに より,無 線 区間 の
v-ch設定に異常がないことを確認す る。
④ 無線 回線制御局 は移動局 か らの無線導通試験信号 を受信す ると自動車電話交換局 に対 し




































移動局着呼 は取下の シーケ ンスに従 って行われる。(図1.14参 照)
① 固定網 の加入者 よ りダ イアルされた 「030÷ 呼出飽 域指定番号(2桁)+自 動車電話















































通話 中チャネル切替 のシーケンスは以下 の通 りである。(図1.15参 照)
① 通話 申に移動局がゾーンを移行 すると,無 線基地局ではV-chの受信 レベル劣化を検 出 し,
基地局制御回線C-chを介 して無線回線制御局 に レざル劣化信号を送 出す る。
② 無線 回線制御局では レベル劣化が生 じた無線 ゾー ンの周辺 の無線 ゾー ンの無線基地局 に
対 し,該V-chのレベル監規を指示 する。
③ 上記指示を受 けた各無線基地局 は レベル監禎用送受信機 により該 当す る通話 チ ャネルの
レベルを監視 し,監視結果を無線 回線制御局 に報告す る。無線回線詞御局で はこの報告に
























地局に対 し空きV-chの要求す る。無線基地局で はこの要求 に応 じて空きV-c血を無線 回線制
御局に報告す る
④ 移行先無線ゾー ンでのV-chを決定 した無線 回線制御局 は自動車電話交換局 に対 し新V-ch
への切替を要求す る。 自動車電話交換局 は新V-chに関 して有線導通試験を行 う。 さ らに,
無線回線制御局か ら移動局 に対 して指示 された新 チ ャネルの無線導通試験完了信号が無線
基地局 か ら来れば新旧通話 チ ャネルの切替を行 う。以上のチ ャネル切替 は0.8～1秒で完
了す る。
1.2.5自 動車電話の方式諸元
前項 までに,自 動車電話 に関する電波伝壌特性 ・ゾー ン構成 ・制御方式な どの概要を主 と して無
線方式 に関する部分 につ いて述べたが,本 項で は自動車電話の主要方式諸元 を示 して本節のま とめ
とす る。表1.1に 自動車電話 の主要方式諸元を示 す(17)(26)。なお,現 在 の自動車電話 は以上 の
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よ うな方式構成にな っているが,今 後の加入者容量 の増大による周波数 の不足 に対処 す るため,無
線チ ャネルの狭小化(チ ャネル問隔12.5kHz化)・ ゾー ン半径 の縮小化 ・ダ イバー シテ ィ受
信技術の導入によるD/Uの 改善等の各種周波数有効利用技術の適用 が検討 されている(27)。
表1.1自 動車電話方式の主要藷元(無線関係)
項 目
規 格 ・ 椴 能等
大都市屠方式 中小都市罵方式












臨 ゾーン半径 5～1'Okコ 竃 10～20k皿
無纏ゾーン形状 円形ゾー ン 円形 ・最形ゾー ン







1.3移 動通信にお けるデ ィジタル伝送技術
従来 の移動通信で は,呼 出信号伝送 あるいは制御信号 伝送 などの一部を除いて,ア ナ ログFM方
式 またはアナ ログPM方 式,あ るいはSSB方 式によ る音声信号伝送が主体 であ った。 しか し,近
年 の移動通信の普及,さ らには固定通信網のデ ィジタル化 の進展を背景 に,フ ァクシミリ ・デー タ
等 の非電話 系信号伝送 の要望 が高 まりつつあ ることか ら,移 動通信において も通話信号伝送系 を も
含めたデ ィジタル化 の動 きが活発化 している。本節で は,デ ィジタル移動通信 を支え る各種技術 に
ついて述べ る。
1.3.1デ ィジタル移動通信 の特長
移動通信 のデ ィジタル化 によ り得 られ る主な利点 は次の通 りで ある。
(1)情報の高度化 によ り必要 とされる秘匿性 の確保 が容易で ある
(2)情報の多様化 に伴 う新サー ビスへの適合性 を有 する
(3)各種情報 の多重化,情 報の分離 ・併合が容易 である
(4)情報の蓄積 ・変換 ・処理 によ り伝送品質の改善が可能 である
(5)LSI化 に適 しているため機器の小形化 ・経済化が可能である
これ らの利点 を有 するデ ィジタル移動通信の実現 のためには種 々の克服すべ き技術的課題 がある。
1.3.2デ ィジタル伝送技術の課題 と研究 の現状
デ ィジタル移動通信 の実現 のための最 重要課題 は,有 限の資源である周波数 の有効利用を はか り
っっ,高 品質な信号伝送系を経済的に構成す ることであ る。 このために,克 服すべ き技術的課題 と
しては以下 のような ものがあげられ る。
(1)周波数 の有効利用に関す る課題
(i)低ビ ッ トレー ト音声符復号化技術
アナ ログ音声信号の伝送に必要な帯域幅 は比較的少 な くてよいのに対 し,デ ィジタル音声信
号を伝送す るためには通常,広 い帯域幅を必要 とす る。 た とえば,SSB方 式で は3kHz程
度FM方 式で は16kHz程 度でよいのに対 し,固 定網で用い られて いる対数圧 伸PCM方




SCPC(SingleChannelPerCarrier)形式を採用 した従来 の移動通信 にお ける制御信号
伝送系あるいは呼出信号伝送系で は,低 ビッ トレー ト信号を大 きな周波数偏移でFSK変 調 し
て伝送 していたため,単 位周波数 あた りの伝送 ビッ トレー トで定義 した伝送効率 は低 くな って
いた。 しか し,周 波数の有効利用の観点か らは伝送効率 の高い変復調方式 の適用が望 ま しい。
同時に,移 動通信特有の厳 しい隣 接チャネル干渉条件を満足す るとともに,変 復調方式 自体 の
電力効率 も高 いことが要求 される。
(lii)周波数 の繰 り返 し利用
同一周波数 の縁 り返 し利用率が大 きいほど周波数 の有効利用が はかれることか ら,小 ゾー ン
構成D/Uの 改善のためのダイパー シテ ィ技衛お よび送信 電力制御 の技衛等 の適用 は有効で
ある。
(2)高品質伝送に関する課題
陸上移動通信では,受 信信号 は電波の多重伝蛮に起因す る激 しいフェージ ングを受 け伝送品質 は
大 き く劣化す る。 フェージングによ り与え られ る擾乱 として は,レ ベル の落 ち込み ・ランダムFM
雑音の発生 ・遅延時間分散 による波形歪などがある,
デ ィジタル変復調方式 の誤 り率特性 は,受 信 レベルが比較的低い領域で はレベルの落 ち込みによ
り支配 さ払 誤 り率を1桁 改善す るためには受信 レベルを10dB増 加 させ る必要がある。一方
受信 レベルの高い領域の誤 り率特性 はランダムFM雑 音に支配 さ托 いわゆる軽減困難 な誤 りによ
るフロアが生 じる。また・高速デ ィジタル信号伝送時 には,受 信波 の遅延時間分散 による波形歪が
生 じる結果 誤 り率特性にフ ロアが生 じる。従 って,陸 上移動通信で高品質デ ィジタル信号伝送 を
行 うためには上記 フェージングを克服す る必要があ り,ダ イバー シテ ィ技術 ・誤 り制御技術等 の技
術の導入が不可欠で ある。
(3)伝送 システムの軽済化 に関する課題
回路のLSI化 は伝送 システムの経済化 ・小形化に大 き く寄与す る。LSIプ ロセス技箭 の向上
が望まれる。
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次に,上 記各課題 に関す る技術 の現状 について述 べる。
音声符号化法 は,音 声を連続波形 として とらえ その相関を利用 する波形符号化方式 と音声 のスペ
ク トラム包絡特性 を利用 する分析合成符号化方式に分類 され る。波形符号化方式 は雑音 に強 く音声
以外の音 で も高 い品質が得 られる とい う反面,情 報 の圧縮度 が低 くビ ッ トレー トを大 き くとる必要
がある。 その例 と しては,PCM(PulseCodeModulation)・ADM(AdaptiveDeltaModulat
i。n)・ADPCM(AdaptiveDifferentialPulseCodeModulation)等が ある。また,分 折合
成符号化方式 は,低 いビ ッ トレー トで比較的良好 な伝送品質が得 られ,そ の例 と してPARCOR
(Partia1Autocorrelation)・APCAB(AdaptivePredictiveCoding舛ith"daptiveBit
AlIocation)等があげられ る。 ここで は,各 方式の動作 についての説明 は省略す る。 これ らの方
式の ビッ トレー 』トと伝送品質の関係を図1.16に 示す 《28)。受信帯域幅16kHzが 主体 の現行
移動通信へ の適用を考えた とき,ビ ッ トレー ト16kbps程 度 の音声符号化方式が候補 とな る。
ADMは 簡単 な構成で実現で きることか ら移動通信で はよ く用 い られ る。 また,APCABは16
kbps程 度の ビッ トレー トで も良好 な品質が得 られ ることか ら注 目されてお り,移 動通信へ の適


















図1.16各 種符復号器 の品質 とビ ッ トレー トの関係
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表1.2 ディジタル変復調方式の比較







































れ る符号化方式 も検討 されている(3。》。 噸
変復調技術 に関 しては,SCPC形 式 の移動通信 を対象 に,厳 しい隣接干渉条件 を満足 しつつ,
1bps/Hz程 度 の伝送効率を実現する変調方式 として表1.2に 示すよ うなTFM・GMSK
を始め とする一連 の定振幅性 の変調方式が提案 され,ビ ッ トレー ト16kbps程 度 までのデ ィジ
タル信号伝送には実用性が確認 されている(28》。また,多 値FMあ るいは多相PSKを 用いた伝送
効率1bps/H2以 上 の変調技術 の検討例がある 《3D《32)。
一方,TDMA(TimeDivisionHultipleAccess)方式 ・パケ ッ ト無線通信方式について は基
礎検討がなされている(33》(34}。また,近 年話題にな ったSS(SpreadSpectrum)方式 は,秘 匿
性 の点で優れていることか ら軍用通信に採用 されてい るものの,ト ラヒックの多 い小 ゾー ン構成 の
大容量移動通信 への適用 は困難であることが指摘 されている(35》(3ω。
同一周波数の縁 り返 し利用率を大 き くす る技術 として,小 ゾー ン方式 を とることが有利であ り,
わが国の自動車電話 において実用化 されて いる(17》。また,規 定誤 り率 に対す る所要CIRの 改善
は同一周波数の綬 り返 し使用距離 を小 さ くすることか ら,受 信ダ イバーシテ ィ技衛の遭用 は有効 で
ある。 さらに,送 信電力制御 は干渉妨害を掴圧す るための技箭 として有効 であ る。 これ ら各技術 に
ついては,大 容量移動通信方式への導入が検討 されて いる(2ツ)。
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移動通信特有 のフェー ジ ングに対 する伝送品質改善技術 として は,送 受 信ダ イバー シテ ィ技術 ●
誤 り訂正技術 ・ARQ(AutomaticRepeatRequest)・波形等化技術等があげ られる。送受 信ダ イ
バ ー シテ ィ技術 ・誤 り制御技術 ・ARQは 主 と して レベルの落 ち込み ・ランダムFM雑 音に よる伝
送品質劣化 を救済す る技術であ り,単 独使用 時および併用時 の改善効果 に関 して実験的 ・理論的 に
幅広 く検討 されている ㈹(42}。 高速デ ィジタル信号伝送時 には,遅 延時間分散に起因する周波
数選択性 フェー ジングによ る波形歪が問題 となることが指摘 されているが ㈹(4の,こ のフェージ
ング対策 として は,波 形等化技 術のほか指 向性受信ダ イバー シテ ィ技術が有効 である ことが示 され
て いる(45)一(4マ)。
伝送 システムの経済化 とともに小形化 に大 き く寄与 する回路 のLSI化 は,音 声符 復号化器 ・ベ











































































































従来 の移動通信 におげるデ ィジタル信号伝送 ば 主 として呼出信号伝送系 あ るいは制御信号伝送
系においてなされてきた。 た とえば わが国の無線呼出 いわゆるポケ ッ トベルでは250MHz帯
の電波を用いて加入者に対す る呼出信号をデ ィジタル伝送 してい る。 また,自 動車電話 では800
MHz帯 の電波を用 いて,無 線基地局 一移動局間においてデ ィジタル制御信号伝送を行 って いる。
表1.3に 各国にお ける呼出信号伝送系 ・制御信号伝送系でのデ ィジタル信号伝送 の実施状況 を
示す(8}。同表が示 すように,こ れ らの信号伝送系で は数100bps程 度 の比較的低 いビ ッ トレ
ー トのデ ィジタル信号を周波数偏移を大 き くしてFM伝 送 し,い わゆる広帯域利得を得 るとともに,
フェー ジング対策 として誤 り訂正符号を適用す ることによ り伝送品質を改善 しているのが特徴であ
る。
一方,通 話信号伝送系 のデ ィジタル化の例 として は,近 年,警 察無線 として導入 された システム
があ り,ADMに よ り符 号化 された ビッ トレー ト16kbpsの デ ィジタル音声信号 を伝送 してい
















を採用 しな ければな らない く5D。
位相連続FSKは 定振幅性 を有 し非線形増福器 の適用 を可能 とするデ ィジタル変調方式 であ り・
衛星通信あるいは移動通信の分野にお いて検討がな されている(52)一(54》。 これまで に実用化 され
た公衆 陸上移動通信 の制御信号伝送系 あるいは呼出信号伝送系では,位 相連 続FSKを 採用 し・ 回
路構成が簡単で耐 フェー ジング特性 も良好なデ ィスク リミネータによ り復調 してい る。 この場合,
16kHz程 度 の広 い帯域幅を用 いて200～300bpsの 低速度 デ ィジタル信号伝送を行 って
い るため,単 位周波数帯域あたりの伝送可能な ビッ トレー トで定義 した周波数領域で の伝送効率 は
高々0.1bps/Hzで あ り,伝 送効率 向上 の余地 があ った 《9)(弱)。
これに対 して,伝 送効率を1bps/Hz程 度 とする定振幅特性を有す るデ ィジタル変調方式 と
して,TFM・GMSK・4値FM等 が最近提案 された(56)'《6D。この うち,GMSKは 変調指
数0.5の 位相連続FSKす なわ ちMSKの 位相遷移 の連続性を保 ちつつ帯域外輻射電力 の抑圧 を
図 った もので,デ ィジタル移動通信への適用が期待 されてい る。GMSK信 号 は通常同期検波 によ
って効率良 く復調 され るが,遅 延検波による復調 も可能である。非 フェージ ング下 で は同期検波 の
誤 り率特性 は遅延検波のそれ よりも優れているが,移 動通信で問題 となる高速 ピッチのフ ェージ ン
グ下で は遅延検波 は同期検波 よりも誤 り率が良好 となる(62》層く64}。さらに,小 ゾー ン構成 の陸上
移動通信へ の導入が不可欠な複局制御 との整合性をみた とき,同 期検波鍛送波再生 の点で従来 の複
局同時送信技術の適用が困難であるが,遅 延検波 は適用上 の制約が少 ない。以上述ぺたよ うに,伝
送効率および複局制御 との整合性 の点でGMSK遅 延検波 はデ ィジタル移動通信 に適 した変復調方
式のひ とつである といえる。 しか しなが ら,従 来の遅延検波 はGMSKの 厳 しい送信 ベースバ ン ド
帯域制限下で は符号聞干渉によ り,復 調特性が著 しく劣化 するため,符 号間干渉 の影響 を受 けに く
.い遅延検波法が必要 とされていた(65)。
本研究 ではデ ィジタル移動通信に適する変復調方式 としてGMSIく2ビ ッ ト遅延検波方式を提 案
し,厳 しい送信 ベースバ ン ド帯域制限を受 ける場合に も良好な復調特性が得 られ ることを明 らか に
して いる。
(2)ディジタル移動通信の伝送品質 改菩技術 と しての送信 ダイバー シテ ィ方式 に関す る研究
VHFあ るいはUHF帯 を用 いる陸上移動通信における市街地 の電波伝 搬特性 は多重波伝澱 と し
て特徴づ け られる。 これは,電 波が建物 ・地物等 によ り反射 ・回折 ・散乱を受 ける ことにより生 じ
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るものである。多重波伝蛮路を窪由 した信号 を,移 動局が走行受信 した とき,受 信信号 には レイ リ
ーフェージング と称される ピッチが遠 く,落 ち込み の深いフェージ ングを受 け伝送品質が著 しく劣
化する ω{3レ{5}6ωこのような,厳 しい電波伝搬環境下で高品質デ ィジタル伝送を行 うために
はフェージ ングに対 して有効な何等かの伝送品質 改善 技術 の導入 が必要 とな る。
ダイバーシテ ィ方式 は伝送品質改善技術 として有効 であり,そ のブ ランチ構成を送信側 あるい は
受信側のいずれで行 うかにより,送 信ダ イバ ーシテ ィ方式および受信ダ イバー シテ ィ方式 に分類 さ
れ る。 このうち,受 信ダイバー シテ ィ方式 に関 して はブ ランチの構成法および受信信号合成法の組
み合せにより多 くの方法 が提案 され種 々の角度か ら検討 されて いる ω 《鋤 一く4D㈹{67}《68》。一
方,送 信ダ イバーシテ ィ方式 は受信ダイバ・一シテ ィ方式にお いて必要 とされて いた受信 レベル情報
等のフ ィー ドバ ックループが不要であ り,受 信機構成 の簡易化および複局同時送信へ の適用 の点 で
有効な技衛である ㈹ 。従来 の送信ダ イバ ーシテ ィ方式 は割御信号 あるいは呼出信号 の伝送 を目的
として複局同時送信 への適用を前提 としたもので,ア ナログFM送 受信概を用いて200～300
bps程 度 の低速デ ィジタルFM信 号伝送を行 う場合を対象 として いた 《7。)曽(73)。しか し,周 波
数の有効利用の観点か らよ り高効率 な信号伝送を可能 とする送信ダ イバ ・一シテ ィ方式を確立す るた
めの研究が必要 とされていた。
本研究では,MSKお よびGMSKを 含めた位相連続FSK変 調波を遅延検波す る場合を対象 と
した,従 来よ りも伝送効率 の高 い送信ダ イバーシテ ィ方式を提案 し,熱 雑音および干渉妨害に対す
る改善効果 所要伝送帯域幅およびスペク トラム利用効率 について論 じるとともに複局同時送信へ
適用 した場合 の有効性について も述べている。
(3)ディジタル移動通信の制御系にお ける複局 同時送信技衛 に関す る研究
広域サービスを行 う陸 上移動通信では小ゾー ン構成を採用す ることで周波数 の綬 り返 し使用が可
能になり・周波数の有効利用がはかれる。 この場合 広域制御の必要性か ら複局制御が不可欠であ
る。基地局か ら移動局への下 り回線の複局制御に は,制 御能率 の点で無線 呼出あるいは自動車電話
にお いて実用化 されている複局同時送信方式を用 いるのが望 ま しい(70}(?n。 ここで用 い られてい
る複局同時送信方式 は鍛送演周波数 オフセ ッ ト方式 と称 される もので無線 ゾー ンのオーバ ラップ領
域で問題 となる各無線基麺局 の鍍送波周波数同期ずれに起因す るビー ト干渉性 フニー ジングの影響





















































第6章 は,第1章 か ら第5章 までの検討結果を総括 し本論文の結論 と している。
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第2章 デ ィ ジ タ ル 移 動 通 信 に 適 す る狭 帯 域 変 復
調 方 式
2.1ま えが き
自動車電話 船舶電話な どのVHFあ るい はUHF帯 の移動通信で はアナ ログFM方 式 によ る音
声伝送が行われているが移動通信の普及,公 衆固定網のデ ィジタル化の進展を 背景 に移動通信のデ
ィジタル化 の動 きが活発化 してい る。(1)高 度 の秘 匿性 の確保が容易 である,(2)フ ァクシ ミ
リ通信あるい はデータ通信等の新 サービスが可能 とな る,(3)回 路部品 のLSI化 が容易 とな る
等の利点を有 するデ ィジタル移動通信 に用 い られ る変複調方式 は周波数有効利用 の観点 か ら高 い伝
送効率を有す るものが要求 され る。 さ らに,移 動通信特有 の厳 しい隣接干渉特性および耐 フ ェー ジ
ング特性への要求条件 を満足 しつつ電力効率 の高い非線形増幅器の適用を可能 とす る変複調方式を
採用 しなければな らない 《5n。
位相連続FSKは 定振幅性を有 し非線形増幅器の適用 を可能 とす るデ ィジタル変複調方式で あ り
移動通信 あるいは衛星通信 の分野において検討が行 われている 《52)印(54)。これまでに実用化 され
た公衆陸上移動通信 の制御信号伝送系で も位相連続FSKを 採用 し,16kHz程 度 の広 い帯域幅
を用 いて200～300bpsの 低速度デ ィジタル制御信号伝送 を行 っている。 これ らの方式 で は
単位周波数 当た りの伝送可能な ビッ トレー トで定義 した伝送効率 は0.1bps/Hz程 度 であ り
伝送効率向上 の余地があ った(9)(55》。
これに対 し,伝 送効率を1bps/Hz程 度 とす るTFM,GMSK等 の一連 の定振幅性 を有 す
る変調方式が提案 された(56》一く61》。 このうちGMSKは 変調指数0.5の 位相連続FSKす なわ
ちMSKの 位相遷移をガ ウス形送信 ベースバ ンドフ ィル タを用 いて滑 らかす るこ とによ り定振幅性
を保 ちつつ大幅な帯域外輻射電力 の抑圧 を図 った もので移動通信 のための変調方式 のひとつ と して
期待 されて いる。
GMSKを 用いた伝送系では通常,直 交同期検波復調が用い られるがGMSKが 位相連続FSK
の一種であることか ら遅延検波復調あるいは周波数検波復調 も可能 である。 この うち,遅 延検波 は
陸上移動通信特有の ピッチの速 いフェージ ング下での誤 り率特性 が同期検波 のそれよ りも優 れてい
る 《62}一《醐 。 さ らに,小 ゾー ン構成の陸上移動通信への導入が不可欠 な複局制御 との整合性を み
た とき,同 期検波 は搬送波再生 の点で従来 の複局同時送信技術 の適用 が困難で あるが遅延検波 は適
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用上 の制約 が少ないことか らGMSK遅 延検波 は移動通信 に適 した変復調方式 のひとつであるとい
え る。
位相連績FSKを 検波す る遅延検波に は,一 般 に注目時点 と1ビ ッ ト前 との相対位相比較を行 う
方法(1ビ ッ ト遅延検波)が 採 られる。 しか しなが ら,1ビ ッ ト遅延検波 はGMSKに おいて施 さ
れる厳 しい送信 ベ 一ースバ ン ド帯域制限下 では符 号間干渉により復調特性が著 しく劣化す るため,符
号聞干渉の影響を受 けに くい遅延検波法が必要 とされていた(65)。
一方,遅 延検波に は1ビ ッ ト遅延検波の他,多 ビ ッ ト間隔 の位相比較を行 う方法(多 ビッ ト遅延
検波)が 可能であり,誤 り訂正受信方式 のパ リテ ィ符号検出にその適用 例がみ られ る σ4,。
本研究では,多 ビ ッ ト遅延検波の うち,厳 しい送信 ベースバ ンド帯域制限を受 けたGMSKを 能
率良 く復調で きる2ビ ッ ト遅延検波方式を提案す る。
本文で は,ま ず,2ビ ッ ト遅延検波方式 の原理を述べ る。次に,誤 り率特性 について理論検討を
行 う。最後 に,室 内実験および実際 の伝搬路を用いた伝送実験によ り誤 り率特性 の検証を行い,本
方式の有効性を示す。
2.22ビ ッ ト遅延検波 の原理 σ5》
考察 の対象 とするGMSI(2ビ ッ ト遅延検波方式を用 いた送受信機 の基本構成を図2.1に 示す。
送信側で は送信データ列 に1ビ ッ トの差動論理変換を施 した変調データ列で変調 されたGMSK信






図2.1GMSK2ビ ッ ト遅延検波を用 いた送受信機の基本構成
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受信信号 は受信機の フロン トエ ン ドにおいて相加 されたガウス雑音 とともに受信帯域 フ ィルタに入
力 される。受信帯域 フ ィル タ出力 は,遅 延時間が データの繰 り返 し周期 の2倍 の遅延線 と乗算器お
よび低域 フ ィルタか ら構成 された2ビ ッ ト遅延検波器によ り検波 される。
いま,多 重伝搬路 のモデル として レィ リーフェージ ングのみを考 えるもの と し,VHFあ るい は
UHF帯 で100kbps程 度以上の伝送 を行 う場合 に問題 となる遅延分散性歪 σ6》{77》の影響 は
無視で きるもの とすれば 受信 されたGMSK信 号S(の と帯域制限 を受 けた受信機雑音 π ¢)
はそれぞれ次式 のように狭帯域表現で きる。
S(む)=Re{Z5(オ)exp〔j〔 ωcご 一 φs¢)〕 〕}
(2.1)
几(オ)=Re{Zβ(孟)exp(jω 。ε)}
式(2.1)に お い てZ。(`)お よびZね ¢)は 互 い に独 立 な零 平 均複 素 ガ ウス過 程 とす る。 ま
た,Re{・}は{・}の 実 数 部 を 表 し,ω.は 搬送 波 角 周 波数 で あ る。 さ らに,φ,(孟)は
次武 で 与 え られ る変 調 位相 で あ る。
φ轟)一 レd・ (・2。2)
ただ し,△ ωdお よび 加。(の はそれぞれ角周波数 偏移 および変調信号で あり,
△ωd=π/2T (2。3)
7πs(む)=ゐs(6)⑭ Σ う鷺9(6-kT) (2。4)
で与え られる。 ここで,Tは データの綾 り返 し周期,んs(の はGMSK変 調にお ける送信 べ一ス
バ ン ド帯填制限用ガ ウス形低域 フ ィルタの等価低域 イ ンパルス レスポ ンスで ある。 また・ ムkは 変
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調データ列であ り,⑳ は畳み込み積分を表 す。 さ らに,式(2.4)の んs(渉),9(の および
ゐ聖はそれぞれ次 のよ うに表 され る。
　 )一濤 ヲB・断 爺 の(2・5)
9(の 一{lll麓 丁)(2・6)
ム・ 七:1::=1;(kT≦ 　 k-1T)(2・7)
式(2.5)に お け るBbは ガ ウス形 低域 フ ィル タ の3dB通 過 帯域 幅 で あ る。 ま た,式(2.7)
の 飯'は 送信 デ ー タ列{σR}に1ビ ッ トの差動 論 理 変換 を施 した もの で
うゼ=α 聖eb'翼.1(2.8)
で与 え られ る。式(2.8)のeは 排 他 的論 理和 を表 す。
式(2.1)か ら検波 器入 力e(の は
e(t)=s(若)十12(孟)
=Re{Z(む)exp(jωcご)}(2 .9)
とな る。 た だ し,Z(の は次式 で 与 え られ る零 平 均 複 素 ガ ウ ス過 程 で あ る。
Z(の=Zs(のexP〔jφs(の 〕+Z翼(の(2.10)
式(2.9)で 表 され る信 号 を ω」=Inπ(孤:正 整数)な る条件 下 で 遅 延 時間 を2Tと す る遅





ここで,Z率(の はZ(の の複 素共 役 で あ る。
び(の を 時刻 ご=nT(n:整 数)で サ ンプ リ ングす る こ とに よ り送 信 デ ー タが 復 調 で き る こ
とを次 に示 す。 この場 合,復 調 デ ィジタル デ ー タ と送 信 デ ィジタ ルデ ー タの論 理 関 係 に のみ注 目す
れ ばよ いか ら,受 信 時 の平 均CNRが 十 分大 で,か つ レイ リー フ ェ ー ジ ング が準 静 的 で あ る と仮 定
して も一 艦 性 を失 わ な い。 この仮 定 の も とで は,式(2.10)は 次 式 で近 似 で き る。
Z(6)=Rexp〔j〔 φs(ご)+θ 〕 〕(2.12)




で 与 え られ る。 式(2.12)お よび式(2.13)に お いて,Rは レィ リー分 布 に従 って変 動 す
る振幅,θ は一 様 分 布 に従 って変 動 す る位 相 を示 し,準 静 的 レィ リー フ ェー ジ ング下 で は これ らは
定 数 とみ なせ る。
復 調 デ ー タ列{d、}(kT≦6<k+1T)と して,サ ンプ リ ング 出力 の正 負 に応 じて そ れぞ
れ 腐1"お よ び"0"が 得 られ る もの とす る と式(2.13)よ り
d聡=う'翼 一2㊥ ム'k-1(2.14)








図2.2GMSKのkビ 。 ト遅延 検波 出力 の ア イ・汐 一 ン(k-1・2・3)
となり送信データ列{Ok}が 復調できる。
図2.2は 計算概により求 めた2ビ ッ ト遅延検波出力のアイパ ター ンの→ 列を フェージ ングおよ
び雑音 の影響 を無視で きる場合について示 したもので ある。同図 には比較 のため従来か ら遅延検波
法 として広 く用 いられている1ビ ッ ト遅延検波および多 ビッ ト遅延検波 の うち3ビ ッ ト遅延検波 に
ついて も示 している。 これか らわか るよ うに,い ずれの場合に も送信ベースバ ン ド帯域制限 による
符号間干渉で検波 出力 のアィアパ ーチ ャが減少す るが2ビ ッ ト遅延検波 は他 と比較 して減少の割合
が少 ないことか ら厳 しい送信帯域制限下 でも良好な復調特性が期待で きる。
2。3誤 り率特性 の理論的検討 σB)
始 めに レイ リーフェージング存在時の2ビ ッ ト遅 延検波 の誤 り率特性を導出 し,次 に非 フェージ
ング時の誤 り率特性を導出す る。なお,誤 り率特性 の導出にあた って は受信帯域 フ ィルタお よび検
波後低域 フィルタによる符 号問干渉は考慮 しない もの とし,周 波数 ドリフ ト ・タ イミングジッタ等
の劣化要因 は無視で きる ものとする。 また,伝 接遅延 時間分散 に起因 する周波数選択性 フェー ジン
グは無視で きる ものとする。 この仮定 は,16kbps程 度以下の信号伝送時 に は成 り立 つ ことが
示 されている σ?》。
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2.3.1レ イ リー フ ェー ジ ング存 在 時 の誤 り率 特 性
レイ リーフェー ジング存在時 の誤 り率 は式(2.9)のZ(の が零平 均ガ ウス過程 であ るため・
次¢∫手法によ り比較的簡単 に求 め られる。すなわ ち,識 別時点 ε=nT(n:整 数)に おいてサ ン
プ リングされた検波出力y(nT)の 特性関数F(ξ)を フー リエ逆変換 し検波出力 の確率密度 関数














17)に お け る σ2お よび ρは それ ぞ れ式(2.18)お よび 式(2。19)で 与 え ら
σ2=σ 。2+σ 。2
1




ただ し,σ52お よび 砺2は それぞれ受 信信号および雑音 の平均電力を表 す。 また,ρs(2T)
お よび ρ。(2T)は それぞれ受信信号および雑音の 自己相関係数 である。 さ らに,△ φ5は 次式
で定義 される2ビ ッ ト間の変調位相の差であ る。
△ φ。=φ 、(ロT)一 φ 。(n-2T) (2.20)
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と くに,MSKで は△ φ、の値 はbま たは±πのいずれかを とる。









で与え られる。式(2.21)に おけるProb{aib}は 条件bを 満足す る ときに事象aが 生起







とな る。 こ こで,ρ1お よび ρ2は それ ぞ れcos△ φ5≧0お よびcos△ φ5<0に 対 応 す る ρの





を得 る。 式(2.23)に お け るrは 平 均CNRで あ り次式 で 与 え られ る。
r=652/σ β2 (2.24)
いま,受 信 ア ンテナ として水平面内無指向性 モノポールア ンテナを用 いる もの とすれ ば ρ5(2T)
はフェー ジングピッチ ナか の関数 として0次 第1種 ベ ッセル関数によ り
ρ5(2T)=Jo(4π ナDT)(2。25)
で表 され るq》 。 また,受 信 フ ィル タ と して ∫c冨 ωc/2π を 中心 周 波 数 とす る帯 域 幅 β の理想
方形 帯 域 フ ィル タを用 い る もの とす れ ば
ρ畠(2T)=sin(2π βT)/2πBT (2.26)
となる。 受信 フ ィルタの帯域幅 は符号間干渉による検波特性 の劣化 が無視で きる程度 に設定 され,
通常BT=1が 選ばれ る。 この とき,ρ4(2T)=0と な るため,式(2.23)は
Pel=Pe2=
とな る。一 方,式(2




。27)に お いてr→ 。。とす る こ とに よ りラ ンダ ムFM雑 音 に起 因 す る軽 減
1〔1一
Jo(4πfoT)lcos△ φs
1-Jo2(4π ナDT)sin2△ φs ](2・28)
を得る。
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2.3.2非 フ ェージ ング時の誤 り率特性
非フェージ ング時 の誤 り率をP。5(γ),準静的 レイリーフェージング存在時 の誤 り率をP。(「)




の関 係 を有 す る 《1)(2)《79}。こ こで,P(θ)は 式(2.12)に お け る θの確 率密 度 関 数 で あ り
一{∵ π:∵ の 一










で 与 え られ る(80)。式(2.32)の(c)は 積 分路 を 示 す。 式(2.27)で ナη →0と す る こ
とによ り求 めたP。(r)と 式(2.32)を 用 いて,付 録1に 示 す よ うに若 干 の 計 算 を 行 う こ とに
よ り非 フェー ジ ング時 の誤 り率 と して
馬1
Pe5(γ)=一 〔1-icosぐ△ φ5)卜Ie(sin△ φ5,γ)〕
2
(2。33)
を得 る。 ここで,関 数1。(σ,ム)は 次 式 で 定義 され る ライ スの1。 関 数 で あ る 《8D。
1・(α ・b)一 ～1 Io(αx)exp(-x)dx (2。34)
ただ し,1。(x)は0次 第1種 変形 ベ ッセル 関数 で あ る。
2.3.3位 相差パ ター ンと誤 り率
レイ リーフェー ジング存在時および非 フェージ ング時 の誤 り率 はそれぞれ式(2 。27)お よび
式(2.33)で2ビ ッ ト間の変調位相差 △φ5の 関数 と して与え られた。GMSKで は送信 ベー
スバ ン ド帯域制限 を行 うガ ウス形低域 フ ィル タによる符号間干渉量 は変調データ列 のパ ター ンによ
り異な る。従 って・全パター ンに対す る誤 り率 はそれぞれのパ ター ンに対す る誤 り率 のア ンサ ンブ
ル平均 として求め られ る。
式(2。2)か ら2ビ ッ ト間の変調位相差 △φsは
△ φ・ 一 △ ω・1∵Tん ・(・)⑭ Σ δ・ ・(・ 一 ・T)d・(2 。35)
とな る。 い ま・ 送信 ベ ー スバ ン ド帯域 制 限 に よ って生 じる位相 面 上 で の符 号聞干 渉 の大 き さを 調 べ
るた め・ 単 一 パ ル ス9(の に対 す る φ5(。。)一 φ、(の を ご=T ,2T,3Tに つ いて 求 め
る。
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φ・(・・)一 φ・(の 一△ ω・ じ ・(・)⑭ ・(・)d・
で あ り,式(2.36)中 の畳 み 込み積 分 は
1
h$(τ)⑭S・(τ)含 一一一 〔erf(μτ)-erf{μ(τ 一丁)}〕
2











































図2・ 寧 単一パ ルス宇対す る位棺差
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また,定 数 μは
μ 一/蒲 ・B. (2。39)
で 与 え られ る 。 式(2.36)に 式(2.37)お よ び 式(2.3)を 代 入 す る こ と に よ り
π ε ご 一 丁
φ5(◎◎)一 φ5(ご)=一 〔1--erf(μ オ)+erf{μ(オ ーT)}
4TT
1
+〔exp{一 μ2(診 一T)2}-exp(一 μ2ご2)〕 〕
μT/ヲr
(2.40)
を得 る。なお,式(2.40)の 導 出にあた っては積分公式
～面(μ)d・ 一 ・ 面(μ)+μ ÷ 窃Φ(一μ…)
(2。41)
を 用 い た く82)。
図2.3は オ=T,2Tお よび3Tの とき式(2.40)で 与 え られ る φ5(。。)一 φ5¢)の
値 を示 す。 これ か ら,BムT≧0.25で は ε=2Tお よび3Tに お ける符 号 間 干 渉量 は 君=Tに
お け るそれ に比 較 して無 視 で き る こ とが わか る。 従 って,こ の場 合 に はガ ウ ス形 低域 フ ィル タ の符
号 間干 渉 は注 目 ビ ッ トの前 後各1ビ ッ トを考 慮 す れ ほ よ い。 い ま,乙=0お よび 君=2Tに 対 す る
位 相差 △ φ5を 求 め る もの とすれ ば考 慮 す べ き変 調 デ ー タ列 は 一T≦ 君≦3T内 に存 在 す る4ビ ッ
トで あ り,こ れ を便宜 上{ム ー1,ムo,ム1,ム2}とす る。
表2.1は{ム.且,ムo,ム1,ム2}の16通 りの組 み 合 わせ の それ ぞ れ につ い て 式(2.35)
か ら求 め た △ φ・ の値 を示 す。 なお,△ φ5の 導 出 に あ た って は ム聡=ム2(k≧3)お よ び 飯
=ム .竃(k≦-2)と 仮 定 して い る。
図2.4は ガ ウス形 低域 フ ィル タ の規 格 化3dB帯 域 幅BムTの 値 に対 す る △ φ、 の値 を 各 パ タ
ー ンにっ いて 示 した もので あ り,図 中 の① ～ ⑯ は表2.1に お けるパ ター ン番 号 を表 す。2ビ ッ ト
遅 延 検 波 出力 は式(2.13)で 表 され るた め,最 悪 パ タ ー ンはlcos△ φ51を 最 小 にす る もの
で あ り,図 中 の⑬ お よび ⑭ が これ に該 当す る。BムTの 値 の増 大 に伴 い,い ず れ のパ タ ー ンに対 す
一48一
表2.1変 調 データパ ター ンに対す る2ビ ッ ト間の位相差







?? }-Ll-i-i卜{邸 ・(・・T)一,。≒{1… ・(一4α2T2)}〕
??



































る△φ5の 値 もMSKの 値で ある0ま たは± πに漸近 する。また,位 相差パター ンは△ φs=0を
軸 とする対称性を示 し,cos△φ。の値 は2重 に縮退 する。位相差パター ン⑬お よび⑭ が存在す る
ことにより,2ビ ッ ト遅延検波出力のアイパター ンは図2.2に 示すよ うに上下非対称性を示す こ
とか ら,識別判定時 の しきい値 は通常 の値である0か ら適正量 だけ正方向 に シフ トす る必要が ある。
図2.5は{b一 濫,ムo、占1,乏》2}の送 出確率 が等 しい と仮定 し,非 フェージ ング時 の誤 り率を上
述 した位相面 でのシフ ト量に対 して示 したものである。同図におけるシフ ト量 は△φ、≧0と なる
パ ター ンに対応す るものであ り,△ φ。<0と なるパター ンに対 して は逆符号の値 となる。全パ タ
ー ンに対する平均誤 り率の最小値を与え る最i置シフ ト量 はBムT=0 .25,0.5,。。 のそれぞ
















































































































図2.6非 フェージ ング時 のビッ ト誤 り率特性(理 論値)
図2.6は 非 フェー ジ ング時 の誤 り率特 性 をBムTの 値 を パ ラメー タ と して示 した もので あ る。
ビ ッ ト誤 り率10層3を 与 え る平 均CNRはBムT=0.25,0-5お よび 。。 のそ れぞ れ に対 して
13.8dB,9.1dBお よび7.9dBで あ る。 一方,1ビ ッ ト遅 延 検 波 にお ける ビ ッ ト誤 り
率10響3を 与 え る平均CNRはBムT=0.25,0.5お よ び 。。 のそ れぞ れ に対 して,19。3
dB,10.9dBお よび7.9dBで あ る こ とが報 告 されて い る(83》。 両 者 の所要CNRを 比 較
す る ことによ り,厳 しい帯 域罰 限 下 で の2ビ ッ ト遅 延 挨 渡 の優 位 性 が示 され る。
図2.7は レ ィ リー フ ェー ジ ング存 在 時 の誤 り率特 性 を,ビ ッ トレー トで規 格 化 した フ ェ・一ジ ン
































図2。7レ ィリー フェージング時の ビッ ト誤 り率特性(理 論値)
ジ ング下での平均 ビ ッ ト誤 り率10-3を与え る平均CNRはBムT=。 。,0.5および0.25に 対
してそれぞれ27.1dB,27。7dBお よび30dBで ある。BムTを 変 えた ときの所要CN
Rの差 は非 フェージ ング時に比較 して小 さ くな って いるが,こ れ はフェージ ング時 の誤 りが受信 レ
ベルの低 い領域 に集中 して発生するため ど考え られる。また,抽 丁の増加 とともに ランダ ムFM
雑音 に起因する,受 信 レベルを増加す ることによ って も軽減 困難 な誤 りが増加 し,BゐT=。 。では
f乃丁が1桁 増加 すれば誤 り率 は2桁 増加す る。 この ことは,bT《1の とき
Jo(4π ∫oT)≒1-(2πfかT)2 (2。42)
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で近似で きることか ら説明で きる。一方,BムT=0.5お よび0.25に 対 する軽減困難 な誤 りの
増加率はIBムT=。の場合 に比べい くぷん少 な くな って いる。
2.4誤 り率特性 の実験的検討 《醐 《84)く85}
本章では前章で行 った誤 り率特性 の理論的検討結果 を実験的に検証す る。
2.4.1室 内実験
(1)実験系
図2.8は 実験系 のブロ ック図を示す。 ビッ トレー ト16kbpsの9段PN信 号(周 期511
ビ ッ ト)で変調された搬送波周波数70MHzのGMSK信 号は レイ リーフェージ ングシミュ レー
タを通過 した後 受信機 に入力 される。受信機 は雑音指数4.5dBの ダ ブル コンバ ージョン形で
あ り,第1中 間周波数10.7MHzに おいてBT=1の ガ ウス形 ク リスタル帯域 フ ィルタによ り
主帯域調限を行い,第2中 間周波数455kHzで 遅延検波復調を行 う。遅延検波器 はシフ トレジ
スタ と排他的論理和ゲ ー トによ り構成 されたデ ィジタル形の ものである。
(2)実験結果
図2.9はGMSK変 調信号スペク トラムの一 例であ り,BムT=。 。および0.25に ついて示
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図2.102ビ ッ ト遅延 検 波 出力 のア イパ ター ン
図2.10は2ピ ッ ト遅延検波出力のアイパター ンである。送信 ベースパ ン ド帯域制限が厳 しい
場合 にもアイアパ ーチ ャの減少量が小 さ く本検波方式 の有効性が確認で きる。
図2.11は 非 フェー ジング時の平均CNR対 平均 ビ ッ ト誤 り率特性の測定結果を示 す。平均 ビ
ッ ト誤 り率10響3を得 るたあに必要 なCNRはBムT=。 。,0.5およびO.25に 対 してそれぞ托
9.2dB,10.4dBお よび14.2dBで ある。 これ らの値を理論値 と比較すれば,そ れぞれ



































図2.11非 フェージング時 のビ ッ ト誤 り率特性(実 験値)
低域 フィル タによる符号間干渉 がない と仮定 して導 出 されてい るが,BT=1程 度 のガウス形帯域
フ ィルタで は符号間干渉 の影響 が無視 できないことを示 してお り,BゐTの 値が大 きいほ どその影
響が大 きいことがわか る。 この ことは,図2.10の 検波 出力か らも説明で きる。
図2.12は レィリーフェージング存在時の平均CNR対 平均 ビ ッ ト誤 り率特性を ビ ッ トレー ト
で規格化 したフェー ジングビッチ ナηTを パ ラメータ として示 した ものであ る。平均CNRを10
dB増 加する ことによ って誤 り率 は1桁 改善 できる領域 では,同 じ誤 り率に対す る所要CNRの 実
験値 は理論値 に比べ0.9dB大 きい。 また,ラ ンダムFM雑 音に起因す る軽減困難 な誤 りの値 は



















図2.12レ ィ リー フ ェー ジ ング時 の ビ ッ ト誤 り率 特 性(実 験値)
移動通信で は,移 動局が車速48km/hで 走行す る場合に生 じる レィ リー フェージ ングの最大 ド
プラ周波数fD=40Hzに 相 当す る。
2.4.2走 行実験
(1)実験系
走行実験 は基地局送信,移 動局受信の形態で実 施 した。 これ は,受 信電圧、車速等 のデータ取得
が何 らの専用無線 チ ャネルを使用 することな く行 えること,お よび実験中の周囲状況が測定者 によ
り常時把握で きるとい う利点 によ る。
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図2.13は 実験系 の構成 を示 す。 ビッ トレー ト16kbpsの9段PN信 号(周 期511ビ ッ
ト)を変調信号 とし,以 下 の条件の もとに伝送実験を行 った。
機送波周波数:920MHz
送信ベースバ ン ド帯域制限:β ムT=0.25
送信電力:20W
送信ア ンテナ:コ ーナ レフレクタア ンテナ(利 得:12dBi,半 値角:45')
設置点:ビ ル屋上 海抜100～150m
受信ア ンテナ:λ/4モ ノポールア ンテナ(利 得:3dBi)
設置点:測 定車屋根 地上高3m
走行地区3横 須賀市内(郊 外地)お よび東京都内(市 街地)
(2)実験結果
図2.14は2ビ ッ ト遅延検波 の誤 り率特性 の測定結果 を示す。同図 は車速40±2.5km/h
で走行する場合 の平均 ビ ッ ト誤 り率を横須賀市 内お よび東京都内(青 梅街道 ・山手 通 り)の 各 々に














































橿須賀市内および青梅街道走行時 の誤 り率特性 は室内実験結果 とよ く一致 し,こ れ らの地区では レ
ィリーモデルで特徴づ けられ る伝搬構造を有 することがわかる。一方,山 手通 りで は,室 内実験値
か らの劣化が大 き く,遅 延時間分散等 の劣化要因が存在す ることを示 してい る。
図2.15は 別途実施 したビッ トレー ト256kbpsの 高速信号伝送実験 の結果を示 す。同図
が示 すように遅延時間分散 に伴 う特性劣化が顕著である 鰹)。 この伝搬遅延歪 の影響を定量的に評
価するため16～256kbpsの 信号伝送実験を併せて行い、その結果か ら走行 区聞内では1～























定振輻で狭帯域 スペク トラム特性を有するGMSKを 効率 良 く検波復調す る方法 について検討 し
た。GMSKは 送信データに1ビ ッ トの差動論理変換を施 して変調す ることによ り,2ビ ッ ト遅延








































第3章 デ ィ ジ タ ル 移 動 通 信 に お け る 送 信
ダ イ バ ー シ テ ィ技 術
3.1ま えが き
VHF帯 あるい はUHF帯 を用いる陸上移動通信 にお ける市街地 の電波伝搬 は多重路伝搬 として
特徴づ けられ る。 これ は,電 波が建物,地 物等によ り反射 ・回折 ・散乱を受 けることによる もので
ある。 このため,移 動体 の走行 に伴い,受 信信号 には ピッチが速 く,落 ち込み の深 いフェージ ング
を受 け伝送品質が劣化 する(D㈲(5)(6ω。 このフェー ジ ングは レイ リーフ ェー ジングと して取 り
扱え ることはよ く知 られてお り,高 品質の陸上移動通信回線を実現す るために克服すべ き最大 の問
題点 となっている。
ダ イバー シテ ィ方式 は レイリーフェージ ングを克服 す るための技術 として有効であ り,ブ ランチ
構成 を送信側 あるいは受信側 のいずれで行 うかによ って送信ダ イバー シテ ィ方式および受信ダ イバ
ーシテ ィ方式 に分類 される。 このうち,受 信ダイバー シテ ィ方式 に関 して はブ ラ ンチ構成法および
受信信号合成法 の組み合わせにより多 くの方法が提案 され種々の角度か ら検討 されて いる(Dく37)一
㈹(67》㈹ 。一方,送 信ダ イバーシテ ィ方式 は受信 ダイバー シテ ィ方式 にお いて必要 とされてい
た受信 レベル情報等の フィー ドバ ックループが不要 であ り,受 信機構成 の簡易化および複局同時送
信方式への適用性 の点で有効な技術である 《79)。周波数オ フセ ッ トダ イバー シテ ィ方式 はRogers
によ って提案 されたphase-sweeping法のひとつ と考え られ,ア ナ ログFM送 受信機 を用 いてデ ィジ
タルFM信 号を複局同時送信す る場合に有効であることが示 されて いる 《88)。送信ダ イバー シテ ィ
方式 としてはこの他 に,変 調指数オ フセ ッ ト方式および変調波形 オフセ ッ ト方式が提案 されている
(72》(73)。 しか し,こ れ らの方式で は16kHz程 度 の広 い帯域 を用いて,200～300bps
程度 の低速デ ィジタルFM信 号を伝送 していたため,周 波数有効利用の観点 か らよ り高効率 な信号
伝送を可能 とする送信ダ イバーシテ ィ技術を確立す るための研究 が必要 とされていた。
本章で は・MSKお よびGMSKを 含 めた位相連続FSK信 号 を遅延検波 す る場合を対象に,従
来よ りも周波数領域での伝送効率の高い送信ダ イバー シテ ィ方式を提案す る。始 めに,送 信ダ イバ
ー シテ ィ方式 の原理を述べ る。次に・誤 り率特性 の理論検討を行い,熱 雑音および干渉妨害に対 す
る改善効果を明 らかにす る。 さらに,送 信ダ イバー シテ ィを行 う場合 の所要伝送帯域幅お よび スペ




3.2送 信ダイバー シテ ィ方式の原理(89)
ここで は提案す る送信ダ イバーシテ ィ方式の原理を簡単 のため2ブ ランチ構成 について述べ る。
考察 の対象 とする送信ダ イバーシテ ィ方式 の構成を図3.1に 示す。送信側 では同一のデ ィジタル
信号によって変調を行った位相連硫FSK信号を空間的に離して設置した2本のアンテナから送信
す る。 そ の際,各 ブ ラ ンチ の搬送 波周 波 数 を受 信 中心 周 波数 ∫cか ら△fだ け互 い に逆方 向 にオ フ
セ ッ トす る。 送 信信 号 は多 重伝 搬 路 を経 由 した後,1本 の ア ンテ ナで 合成 受 信 され遅 延検 波 復 調 さ
れ る。













図3.1送 信ダ イバーシテ ィ方式 の構成
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式(3.1)に お いて,Z。1(の お よ びZ。2(`)は レイ リー フェ ー ジ ング存在 下 にお いて は零 平
均複 素ガ ウス過 程 で あ り,Re{・}は{・}の 実 数 部 を 表 す。 ま た,ω 。=2π ナ。は搬 送 波 角 周
波 数,△ ω=2π ム ナはオ フセ ッ ト角 周 波数,φs(の は変 調 位相 で あ る。
い ま,検 波器 入 力 をe(ε)と お くと,
e¢)=S1(の 十S2(の 十π(む) (3.2)
で与え られる。 ただ し,π(の は受 信機 のフロン トエ ン ドにお いて付加 された熱 雑音であ り,次
式 のよ うに狭帯域表現 できる。
・(亡)=R・{Z・(のexp(jω ・6)}
-Re{Z 。、(のexp〔j(ω 。+△ ω)`〕
+Z験2(む)exp〔j(ωC-△ ω)む 〕} (3.3)
こ こ で,
Z臓(孟)=Zn・(孟)exp(j△ ω の+Z龍2(のexp(-j△ ω6)
(3.4)
で あ り・Z・1(の お よびZ・2(の は零平 均複 素1ヴウス過 程 で あ る。従 って,式(3。2)は 次式
の よ うに書 き改 め られ る。
e(の=Re{Z(のexp(jωcの}
=Re{Z 且¢)exp〔j(ωc+△ ω)ホ 〕
+Z2(ε)exp〔j(ωC-△ ω)`〕} (3.5)








遅延検波器は遅延時聞 τの遅延線 と乗算器および2ω 。の周波数成分を除去 する低域 フ ィルタで
構成 される。従 って,遅 延検 波出力び(の は次式 で与え られ る。
び(の=Re{Z(のZ累(ご 一 τ)exp(jω 。τ)}
=(1/2)〔Re{Z1(のZ1*(ご 一 τ)exp〔j(ω 。+△ ω)τ 〕}
÷Re{Z2(のZ2*(言 一 τ)exp〔j(ω 。一 △ ω)τ 〕}
+Re{Zl(のZ2*(孟 一 τ)exp〔j(2△ 鮮+(ω 。一 △ ω)τ)〕}
十Re{Z2(のZl*(む 一 τ)exp(j(2△ ω む 一(ω.十 △ ω)τ)〕}〕
(3.7)
ここで,Z*(の はZ(の の複素共役を表す。
検波後低域 フ ィル タによって式(3.7)に お ける2△ ω オ成分が除去で きる もの とすれば,
び(の=(1/2)〔Re{Z、(のZ、*(孟 一 τ)exp〔j(ω 。+△ ω)τ 〕}
+Re{Z2(のZ2*(孟 一 τ)exp〔j(ωc-△ ω)τ 〕}〕
(3.8)







y¢)=(1/2)Re{Z1¢)Z1*¢ 一 τ)+Z2(6)Z2瑠 ¢ 一 τ)}
(3.11)
と書 き改め られ る。式(3.11)は 受信信号s1¢)お よびs2¢)に 対 す る遅延検波 出力を用 い
た等利得合成ダ イバー シテ ィ受信 を行 う場合 と同一 の検波 出力が得 られる ことを示 してい る。
いま,遅 延時間を τ=kT(k:正 整数T:デ ータの繰 り返 し周期)と したkビ ッ ト運延検波
で は,識 別時点`=nT(n:整 数)に お ける検波出力 は
び(nT)=(1/2)Re{Z置(nT)Zl*(n-kT)+Z2(nT)Z2*(n-kT)}
(3.12)
となる。kビ ッ ト遅延検波によ り検波復調す るために は,送 信側 において情報デ ータに(k-1)
ビ ッ トの差動論理変換が必要 になる(75)。一方,kビ ッ ト間 の位相差を位相連続FSKの 例 として





とな る。 ま た,式(3.9)か ら
△ω=π/kT (3.14)
となるか ら,式(3.7)に お ける搬送波周波数差 によるビー ト成分を示す第3項 および第4項 の
周波数成分2△ ω むは
2△ ω む=(2π/kT)む (3.15)
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で あ り,k=3,4,5,… に対 して はナ イ キス ト周 波数 よ りも小 さ い周 波 数 とな る。 従 って,
本 送信 ダ イバ ー シテ ィ方式 で は,kの 値 は1あ るい は2に 設 定 しな けれ ば な らな い。k=1お よ び
k=2に 対 す る △ωお よび △ φ。=φ 。(nT)一 φ、(n-kT)の 値 は式(3.14)お よ び式







π/2ま たは 一 π/2





以上,提 案 した送信ダイバー シテ ィ方式 は1ビ ッ ト遅延検波および2ビ ッ ト遅延検波を行 う場合
に有効 であることを示 したが,第2章 で述 べた耐符号間干渉特性および後述 する所要伝送帯域幅 の
観点か ら2ビ ッ ト遅延検波を採用するほうが有利で ある。従 って,次 節以降で は2ビ ッ ト遅延検 波
を採用する もの として考察 する。
3.3送 信 ダ イバ ー シテ ィ方式 の誤 り率特 性 《89)
式(3.13)か ら識 別 時点 ご=nT(n:整 数)に お け る検波 出力y(nT)は
y(nT)=び1(nT)+びz(nT)(3 .18)






び(nT)の確率密度関数P(の はその特性関数F(ξ)と 互 いにフー リエ変換対 の関係 にある こ









こ こで,記 号 〈 ・〉はア ンサ ンブ ル平均 を 表 し,ztは ■ の転 置行 列 を 表 す。 レィ リー フ ェー ジ ン
グ下 で はZ`(止=1,2)は 零 平均 複 素 ガ ウス確率 変 数 で あ るか ら,F`(ξ)C=1,2)は
F`(ξ)={det〔1-2jξ.Z`索4～ 〕}-1(3.23)
で 与 え られ る(79)。式(3.23)で 亙は2行2列 単 位行 列,Qは2行2列 の エル ミー ト行列 で あ









で与 え られ る。 また,式(3.26)に お け る6`2お よび ρ`(kT)は それ ぞ れ
σ`2=σs`2+σ 轟`2(3.27)
ρ`(kT)=(1/σ`2)〔 σs`2ρs`(kT)exp(」 △ φs)
+σn`2ρn`(kT)〕(3.28)
で 与 え られ る。 ただ し,σs`2お よび σn`2は それぞ れ信 号 お よ び雑音 の平 均電 力 で ある。 ま た,
ρs`(kT)お よび ρn`(kT)は それ ぞれ 信号 お よ び雑音 のkT闇 の 自己相 関 係数 で ある。 さ ら
に,△ φ。 は式(3.17)で 与 え られ る位相 差 で あ る。
次 に,式(3.28)で 与 え られ る ρ`(kT)を 導 出 す る。 受信 帯域 フ ィル タ と して,そ の雑
音 出力 ス ペ ク トラム特 性 が 図3.2(a)に 示 す中心 周 波数 ナ。=ω 。/2π,帯 域 幅Bの 理 想 方
形 フ ィル タを用 い る もの とす る。 この フ ィル タ は同図(b)に 示 す 中心周 波 数 ナ。+B/4お よび
ナc-B/4と す る2つ の方形 フ ィル タに分 割 可能 で あ る。 この と き,2つ の方 形 フ ィル タ を通 過





















図3.2受 信帯域 フィルタを通過 した雑音の パ ワースペク トラム
σn12=σ 。22=1V。B/2 (3.30)
ただ し,1V。は雑音電力密度である。











を得 る。受信帯域 フ ィルタのBT積 は信号成分に対 して厳 しい符号闇干渉が生 じない程度 に設定 さ
れ,通 常 はBT=1が 採用 される。 この とき,式(3.31)は
ρn1(2T)ニ ρn2(2T)=0 (3.32)
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とな る。一 方,受 信 信 号 が レイ リー フ ェー ジ ング を受 けた電 波 を永 平面 内無 指 向性 のモ ノポ ー ル ア
ンテ ナで受 信 され た もので あ る場 合 に は,・
ρs`(2T)=Jo(4π ∫pT)(3.33)
で 与え られ るq》 ω 。 式(3.33)に お け る 抽 は最 大 ドプ ラ周 波 数 で あ る。準 静 的 レイ リー フ
ェー ジ ング下 で はb→0と す る こ とに よ り,ρs`(2T)=1と な る。 従 って,ρ`(2T)は
次 式 で与 え られ る。
ρ乙(2T)=(σs`2/σ`2)exp(j△ φs)(3.34)
情 報 信号 と して マ ー ク(△ φ.=0)が 送 信 され た と き,準 静的 レイ リー フ ェー ジ ング存 在 下 で
の平均 ビ ッ ト誤 り率P。 は
2)e==Prob〔1ノ<Ol△ φs=0〕
{IPωdyl△ φ・一 ・(3.35)
となる。式(3.35)に おいてProb〔alb〕は条件bを 満足す るときに事象aが 生起 する確率
を示す。また,P(の はF(ξ)の フー リエ逆変換であ り,式(3.36)で 表 される。
P@)-
2鴇F(ξ)α Φ ←jξ のdξ(3.36)
式(3.23)～ 式(3・26)お よ び式(3.34)を 式(3.20)に 代 入 す る こ とに よ り
と
F(ξ)= ,rl〔4σ`4(1-iρ`12)(ξ 一 α`)(ξ 一 β`)〕-1(3.37)
`ニ1















偏 一 β1)@、一β、)一α、_1　 一β、)1(3・39)






が得 られ る。 ここで・ 「`(`=1,2)は 次式 で定 義 され る各 ブ ラ ンチ の平 均CNRで あ る。
r`=σs`2/σn`2(3 .41)
同様 に・ ス ペ 鞘 ス(△ φ・=± π)が 送信 され た とき の平 均 ビ ッ ト誤 り率 も式(3 .40)で 与
え られ る。 い ま,2つ の ブ ラ ンチの平 均CNRが 等 し く
r1=r2=r(3
.42)









ここで,他 の送 信 ダ イバ ー シテ ィシス テムか らの同 一 チ ャネル干 渉 が存 在 す る とき の誤 り率 特 性
を 調 べ る。 同一 チ ャネ ル干 渉を 与 え る送 信 ダ イパ ー シテ ィシステ ム も2ブ ラ ンチ構 成 を とる もの と






ただ し,σs`2,△ φ。お よび ρs`(2T)は そ れぞ れ同 一 チ ャネル 干 渉を 与 え る妨 害 波 の平 均
受信 電 九2ビ ッ ト間 の変調 位 相差,お よ び 自己相 関 係数 で あ る。 また,式(3.46)に お ける
exp(j△φ、)の ア ンサ ンブル平 均 はMSKで は0と な る(go》。従 って,平 均 ビ ッ ト誤 り率 は
P・一{「A〔長 課ll+A}2[1+ノ1驚
)](3・47)
となる。式(3.47)の 「およびAは それぞれ平均CNRお よび平均CIRで あ り,そ れぞれ次
式で定義され る。
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A-r。1/r、 ・1-r、 、/r。'2-r・/「 ・'
r-r。 一 。,12/・ 。12-・ ・22/・ ・22
(3.48)
(3.49)
rs= 。 。ノ12/・ 。、 ・一 ・S/22/・ ・22
(3.50)
また,送 信ダ イバー シテ ィを行わない場合に は
P。 二































































































図3.3は 式(3.40)お よび式(3.44)で 与え られる平均 ビッ ト誤 り率特性をr1/r2
をパ ラメータと して示 した ものである。 いま,あ る特定の誤 り率を得 るために必要 な平均CNRの
値 を送信 ダイバー シテ ィの有 ・無のそれぞれ の場合 について求め,そ の差をダ イバー シテ ィゲ イ ン
と定義 した とき,誤 り率10　3におけるダイバー シテ ィゲ インは12.5dBで ある。 この ことは,
送信ダイバー シテ ィ技術 の適用 によ り同一誤 り率を得 るためには送信電力を約1/20に 低減可能
であ ることを示 している。
図3.4は 式(3.47)お よび式(3.51)で 与 え られた平均 ビ ッ ト誤 り率をbTを パ ラ
メータとして示 した ものである。 なお,平 均CIRはA=。 。とした。平均CNRを 増加す ることに































































































図3.5平 均CIR対 平均 ビ ッ ト誤 り率特性(理 論値)
とき・ ナDT=0・01で は2×10讐3で ある。 これに対 し,送 信 ダイバ ー シテ ィを行 うときに は
1.25×10-5と な り,約2桁 の誤 り率改善効果が得 られ る。
図3・5は 式(3・47)お よび式(3 ・51)で 与え られ坪 均 ビ 。 ト誤 り率を ナ。T-0
,
「=..について示 した ものである・CNR改 善効果 と同様 にCIR改 鋤 果耀 られて、、る
.す な
わ ち・鋤 率10-3を与え る所要平均CIR棚 に とれば12 .5dB嬉 され る.CIRに 対
する改善効果 は同凋 騰 を空醐 ・勧 返 し使用 する場合の勧 返 し蹴 を小 さ くで きる
ことを
意味 し,周 波数有効利用が可能になる点 で重要 である。
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3.4所 要 伝 送 帯域 幅 とス ペ ク トラム利 用 効 率(B9》
MSK変 調信号 の振輻をR,鍛 送波周波数を ナ。ニω。/2π とす るとき,パ ワースペク トラム
W(ナ)は




で与 え られ る 《91)。図3.6(a)はWe)を 示 す。MSK信 号 の メ イ ンローブ は ナ。-3T/4






















図3.6送 信 信 号 のパ ワ ース ペ ク トラム密 度 (MSK)
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ンローブを伝送す ることによりほぼ無歪伝送が可能 であ ることか ら,メ イ ンローブを伝送 のための
帯域幅を所要伝送帯域幅Bτ と定義すれば
B‡=3/2T=1.5ゴ=ム (3.53)
となる。式(3.53)に お ける ム はビ ッ トレー トで ある。
ここで提案 した送信ダイバー シテ ィ方式では式(3.16)で 示 される量だ け搬送波周波数を互
いにオフセ ッ トす るため所要伝送帯域幅が広 がる。 この とき,2ブ ラ ンチ構成時の各 ブ ランチに対
応す るパ ワースペク トラムW1(∫)およびW2(ナ)は
W1(ナ)=W(ナ ー ム ナ)
W2(f)=W(f+ム ナ)
(3.54)
となる。 ただ し,ム ナ=△ ω/2π である。式(3.54)を1ビ ッ ト遅延検波お よび2ビ ッ ト遅
延検波により検波復調する場合について示 した ものが図3.6(b)お よび(c)で ある。同図 か





式(3.53)お よび式(3.55)の 比較 によ って,2ブ ランチ構成 の送信 ダ イバー シテ ィ方式
を適用す ることによる所要伝送帯域幅の増加率 は,1ビ ッ ト遅延検 波および2ビ ッ ト遅延検波 に対
してそれぞれ5/3倍 および4/3倍 となる。また,単 位周波数幕域幅あた りの伝送 ビ ッ トレー ト
で定義 した伝送効率 は2ビ ッ ト遅延検波を用 いるとき0.5bps/Hzと な り,1ビ ッ ト遅延検
波を用いた場合 あるいはその他の周波数オ フセ ッ ト送信 ダイバーシテ ィ方式を適用す る場合 に比 べ
て大 きな値 とな る(7D(92》。以上,示 したよ うに2ビ ッ ト遅延検波を用い ることによ り,送 信 ダ イ
バー シテ ィ方式を適用時の所要伝送帯域幅 の増加を抑 え,周 波数領域で の伝送効率 を従来方式よ り
も高 めることがで きる。
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次 に,ス ペク トラム利用効率について考察す る。 スペク トラム利用効率 ηは付録2に 示すよ うに,
周波数利用効率 η,,時 間利用効率 η¢および空間利用効率 η3の 積 として
η=η ノ ● η 書 ○ ηs (3.56)
で与え られ る(93)-(97》。周波数利用効率 は前述 した所要伝送帯域幅 の逆数 に比例 し,送 信ダ イバ
ー シテ ィを行 うことによ り利用効率が低下す る。 たとえば,2ブ ランチ構成 の送信ダイバーシテ ィ
方式でMSK2ビ ッ ト遅延検波する場合 についてみれば,周 波数利用効率 は送信ダ イバーシテ ィを
行わない場合に比べて3/4倍 になる。時間利用効率 は送信 ダイバー シテ ィの有 ・無 によ らず一定
と考えて よい。送信ダ イバーシテ ィ方式 の導入 による所要CIRの 改善 は,同 一周波数の繰 り返 し
使用距離を減少 させ るよ うに働 くことか ら,送 信ダ イバーシテ ィの導入によ り,空 間利用効率 は改
善 される。
正六角形 ゾー ンを単位ゾー ンとする小 ゾー ン構成を とる移動通信 システムで は,必 要な電波 の数




で表 され る(10》。 ここで,Dは 同一周波数の経 り返 し使用距離R.は 無線 ゾー ン半径Aは 規定
品質 に対 する所要平均CIRで ある。 また,α は受信 レベルの距離 に対す る減衰指数(伝 搬距離特
性 の減衰定数)で あ り受信CNRは 基地局 か らの距離 のα乗 に反比例す るもの とす る。市街地 にお





で与え られ る。従 って,送 信 ダイバー シテ ィ方式導入 によ り所要CIRを1/kに 低減 できた とす
れば η、は 〔(1+A1〃)/{1+(A/k)1ノ 〆}〕2倍 だ け空間利用 効率を改善 できる。2
ブ ランチ構成 の送信 ダイバー シテ ィを行 う場合 について,η5の 改善量を求 め る。送信ダ イバー シ
テ ィを行わ ない とき,誤 り率10-3に対す る所要平均CIRは 図3.3よ り27dBと なる。一方,
ダイバー シテ ィを行 うときには14.5dBで ある。従 って,α=3.5と した とき空間利用効率
は3.7倍 改善 され る。 この結果 と,周 波数利用効率 ηノの結果 とをあわせれ ば,2ブ ランチ構成
の送信ダ イバー シテ ィによりスペク トラム利用効率を2.8倍 改善 できることが示 される。
3.5誤 り率 特 性 の 実 験 的 検 討(89)《98}一(10D
3.5.1室 内実 験
(1)実験系
図3・7は 実験系 の徽 を示 す・互 い`・非同期関係 にある2系 列 のビ 。 トレー ト16kbp,の
9段PN信 号(鵬511ビ ・ ト)を・一方1ま希望波 他方 は妨害波 の変調信号 とする.搬 送 波周
波数 は式(3・1)お よび式(3・16)よ り,受 信 軌 ・周波数か ら4kH、 だけ互 い`、逆方向 に
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レイリ_フ ェージ ングを受 けた希望波および妨害波 は所定の レベル比で受信機に入力 される。受信
機で は3dB通 過帯域幅32kH・ の受信帯域 フ ・ル擬 主帯域制臓455kH・ の中鯛 波
数段で2ビ ッ ト遅延検波す る。遅延検波器は第2章 で用いた ものと同一形 式である。
(2)実験結果
図3.8は 平均CIRA=。 。のとき,r1/r2を パ ラメータ とした平均CNR対 平均 ビッ ト
誤 り率特性 を示す。図 中の実線 は前節 で求 あた理論値を示 す。実験値 は理論値 とよ く一致 してお り,





















































図3.9平 均CIR対 平均 ビッ ト誤 り率特性(実 験値)
図3.9は 平均CNRr=90dBと した とき,平 均CNR対 平均 ビッ ト誤 り率特性 の実験値
を理論値 とともにを示 した ものである。実線 は理論値を示す。平均CNR対 平均 ビ ッ ト誤 り率特性
と同様に両者 はよ く一致 している。誤 り率10-3を与 える平均CIRは12.5dB改 善 されて い
る。
図3.10は 変調信号 の位相差 に対する誤 り率特性の測定結果を,2ブ ランチ間 のCNR比 をパ
ラメータ として示 してい る。変調信号の位相差 △ζが0よ り大 き くなるにつれて誤 り率特性 は劣化
し,劣 化 の割合 はCNR比r1/r2が 小 さいほど大 き くなってい る。 いま,△ ζ=0の ときの誤

















図3.10 ベースバ ン ド変調信号 の位相差対
平均 ビ ッ ト誤 り率特性(実 験値)
3.5.2走 行実験
(1)実験系
走行実験で は第2章 と同様 に基地局送信,移 動局受信の形態で実施 した。図3.11に 実験系 の
構成を示す。 ビ ッ トレー ト16kbpsの9段PN信 号(周 期511ビ ッ ト)で変調を施 した搬送
波周波数920.004MHzお よび919.996MHzのMSK信 号を空間的に離れ た2つ の
ア ンテナか ら送出 した。送信電力等 の諸元 は2.4節 で掲 げた もの と同一の もので ある。 なお,送
信ダ イバー シテ ィ方式 のブ ランチ構成 は(1)同 一基地局で行 う場合(図3.11(a))お よび
複局同時送信への拡張を考慮 して(2)2つ の基地局で行 う場合(図3.11(b))の 両者にっ
いて検討 した。基地局 と して,前 者 では中野統制無線中継所 を,後 者 では中野統制無線中纏所 と東




















図3.11送 信ダイバーシテ ィのブ ランチ構成
線距離 は6.8kmで あ った。 さ らに,後 者 にお いて はベースバ ン ドデータ信号 の局間伝送 を行 い,
変調信号の位相同期調整 を行 った後,変 調を施 した。走行区域 は,前 者で は甲州街道(笹 塚 ～府 中)
後者 では山手通 り(富 ヶ谷～初台)で あった。 また,走 行区域 における基地局 か らの距離 は前者 で
は3.6km～16km,・ 後者では2～3kmお よび3.6km～5kmで あった。送信電力およ
び受信機入力電圧 は必要に応 じて減衰器によ り調整 した。
(2)実験結果
図3.12は 同一基地局でダ イバーシテ ィブランチを構成 したときの誤 り率特性の測定結果を車
































図3.12受 信 機入 力 電 圧対 誤 り率 特 性 の走 行実 験 結 果
(1基地局 で ブ ラ ンチ携成)
いた室内実験結果を示 し,ダ イバ ーシテ ィ時の特性 はブ ランチ問の相関が0の ときの ものである。
受信機入力電圧 は両ブ ランチの電波の平均値が等 レベルで受信 された と仮定 した値を示す。ダ ィバ
ー シテ ィな しの場合の誤 り率 は室内実験結果 とよ く一致 している。一方,ダ イバ ーシテ ィを行 うこ
とによ り誤 り率特性が改善 され,平 均 ビ ッ ト誤 り率10-3を与え る受信機入力電圧に対す る改善量
は8dBで あ り,室 内実験結果 のそれよ りも3dB小 さ くな っている。 これは,走 行受信時に は,
2ブランチの平均受信電圧 が必ず しも一致す るとは限 らず,ま た,そ の レベル相関が0で あるとは
限 らないためである。
図3.13は2つ の基地局でダイバ ー シテ ィブランチを講成 した ときの誤 り率特性の測定結果を
車速40±10km/hで 走行す る場合について示す。破線 は レイリーフェー ジングシミュ レータ
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を用 いた室内実験結果を示 し,ダ イバー シテ ィ時 の特性 はブ ランチ間の相関が0の ときのもので あ
る。また,走 行実験における両 ブラ ンチの受信機入力電圧比が0±5dBの 範囲にある ものを有効
デ ータとし,そ の平均値を示 して いる。同図によれば,走 行実験値 と室内実験値 はよ く一致 してい







































位相連銃FSK遅 延検波を用 いた陸上移動通信に適 する伝送品質改善技術 として周波数 オフセ ッ
ト送信ダ イバー シテ ィ方式を提案 し,そ の原理を述 べるとともに位相連続FSKの 例 と してMSK
を とりあ砿 その誤 り率特性を理論的 ・実験的 に検討 した。 さ らに,所 要伝送帯域幅および スペク
トラム利用効率について も言及 した。
その結果,熱 雑音 および同一 チ ャネル干渉妨害 に対す る誤 り率特性 は,各 ブ ランチに対す る検波
出力 の等利得合成 を行 う方法(検 波後等利得合成ダ イバー シティ受信法)と 同等 の改善効果 が得 ら
れることを明 らかに した。2ブ ランチ構成で等 レベル受信時に は,誤 り率10-3に対 する所要平均
CNRお よび平均一CIRの改善効果 は12.5dBで あ る。また,変 復調方式 としてMSK2ビ ッ
ト遅延検波 を用 い,同 一基地局お よび2つ の基地局で ブランチを構成 し,実 際の伝搬路を用 いた走
行伝送実験 を行 い.ダ イバーシテ ィよる誤 り率特性 の改善効果を確認 した。 これにより,本 送信ダ
イバー シテ ィ方式 は,従 飛 複局同時送信 において行われていたデ ィジタル制御信号の伝送のみな
らず 単一基地局 にお けるデ ィジタル化 された音声信号 ・データ信号等 の通話信号の伝送に対 して
も有効である ことが明 らか となった。 さ らに,2ブ ランチ構成 の送信ダ イバー シテ ィ方式で2ビ ッ
ト遅延検波 を用いた場合に は,澱 送波周波数をオフセ ッ トす ることによる伝送帯域幅 の増加量を必
要最小限 に抑える ことができること,お よび この場合,変 調方式 としてMSKを 採用 した ときには
スペク トラム利用効率を2.8倍 向上 できることを明 らかに した。
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第4章 デ ィ ジ タ ル 移 動 通 信 に お け る 変 調 波 形
オ フ セ ッ ト複 局 同 時 送 信 方 式
4.1ま えがき
広域サービスエ リアを有する陸上移動通信で は送信電力 の制約,基 地局 設備 の規模 および周波数
利用率の点か ら,サ ービスエ リアを複数 の無線 ゾー ンに分割 した小 ゾー ン構成が採用 される。 この
よ うな移動通信で は広域制御 の必要性か ら無線基地局か ら移動局 への下 り回線 にお ける制御信号 の
伝送には複局制御が必要 とな り,制 御能率 のよい複局制御技術の確立が重要課題 とな っている。
複局制御法 としては,周 波数利用率 ・回線使用率 ・制御信頼度 などの点 で複局 同時送信方式が優
れているが,移 動局が ゾー ンを移行するとき,隣 接 ゾー ンの無線基地局 か ら送信 された同一無線チ
ャネルの電波を同時受信す ることによ り生 じるビー ト干渉性 フェージ ングによる伝送 品質劣化 の問
題を解決する必要が ある。 この対策 として,隣 接す る無線基地局 の搬送波周波数を互 いにオフセ ッ
トす る搬送波周波数オ フセ ッ ト方式が提案 され,自 動車電話方式および無線呼出方式 において実用
化 されている(22》σo)σD。この方式 は,搬 送波周波数をデ ィジタル信号 のビ ッ トレー ト程度オ フ
セ ッ トしフェージングピ ッチを等価的に速め,受 信 レベルの落 ち込み時間率を減少 させ ることによ
り,伝 送品質 を大幅 に改善するものである。複局同時送信方式 の もうひ とつの方法 として,各 無線
基地局 で変調指数を互 いにオフセ ッ トする変調指数オ フセ ッ ト方式が提案 されてい る σ2》。 しか し,
これ らの方式 は基地局装置の構成が比較的簡単で ある反面,周 波数安定度 の高 い送信機 を必要 とし
ていた。
本研究 では,こ の問題 に対処す るため,各 無線基地局 に同一の搬送波周波数を割 り当て,異 なる
変調波形で変調を行 う新 しい複局同時送信方式を提案 し,無線 ゾー ンのオーバ ラップ領域 において
従来方式 と同様の伝送品質改善効果が得 られ るとともに搬送波周波数の所要安定度 も大幅 に改善 さ
れ ることを示す。
4.2方 式概要
図4・1は 複局同時送信方式 にお ける周波数配置例を3ゾ ー ンが隣接す る場合について示 した も
のである。 ここで・ ナoお よび ムナdは それぞれ無線 チャネルの中心周波数お よび最大周波数偏移

























2および局3に お ける搬送波周披数 は局1の それか ら,そ れぞれ △ ∫お よび 一ム ナだけオ フセ ッ ト
されて いる。(b)は 変調波形オフセ ッ ト方式であ り,各 局 に同一 の搬送波周波数が割 り当て られ
る。なお,各 局 の最大周波数偏移 は等 しく設定 されて いる。
図4.2は 搬送波周波数オ フセ ッ ト方式お よび変調波形オフセ ッ ト方式 における変調波形例を示
す。(a)は 従来のデ ィジタル信号である矩形鼓 を示 し,搬 送波周波数 オフセ ッ ト方式で はこの信
号によ り各基地局で同一の周波数偏移で変調が行われ る。 これに対 し,変 調波形オ フセ ッ ト方式で









とす る。 ここで は,周 波数変調 スペク トラムの広が りが最 も少な くなるよ うに,正 弦波を重畳 した
例を示 してお り,各 基地局間での重畳信号の位相差は2π/3と している。
図4.3は 変調波形オ フセ ッ ト方式を適用 した複局同時送信方式の無線基地局側 の基本構成例 を
示す。制御ゾー ンはn個 の無線ゾー ンにより構成 され,デ ィジタル制御信号 は各無線基地局か ら同
一位相で同時送信が行われ るように位相調整を無線回線制御局で行 った後,局 聞伝送 され る。各無
線基地局で はデ ィジタル信号 加。(の に,こ れ と同期 し,振 幅あるいは位相 が所定 の関係を有す る
オ フセ ッ ト用の信号 ψ`(む)(ε=1,2,..,n)を 重畳 した信号 を変調信号 と して,同 一
の周波数を有す る搬送波を周波数変調 し,こ れを同時送信する。
図4.4は 移動局 の受信機構成を示す。(a)は 受信機の基本構成図 である。各無線基地局か ら











回線制御局十 局間伝送路 十 無…
MOD:変 調器DEM:復 調器 ψ`(≠):重畳用信号
図4.3変 調波形オ フセ ッ ト複局制御方式基地局基本構成
受信 アンテナ
検波器入力
パ ン ドパス デ ィスク リリミタ














4.3重 畳信号 の条件 σ3)
本節では,複 局 同時送信方式を実現す るために重畳信号が満足すべき条件 を導 出す る。本方式 の
解析に際 して,図4.4(b)に 示すよ うなマークフ ィルタおよびスベースフ ィルタを有 す るエネ
ルギ検波によ り近似す ることとするqO2)。また,無 線基地局 と移動局間 の電波伝鍛 モデル として
非周波数選択性 レイ リーフェ・一ジ ングモデルを用いる。 さ らに,各 無線基地局 は地理的 に十分離 れ
ていることか ら,移 動局 における各無線基地局か らの電波 の受信 レベル変動 は互 いに独立である と
仮定する。
この とき,移 動局 にお ける各無線基地局か らの電波に対す る受信信号 は次式で示 され る。
・・(の 一R・{R・exp〔j〔 …+∫ 墾ぽ ・ 〔η・(・)+ψ ・(・)〕d・+θ ・〕〕}
(ε==1,2,..,n)(4.1)
ここで,R`,θ`,ω 。お よび △ωdは それぞれ基地局 εに対す る受信信号の振幅お よび位相,
搬送波角周波数 角周波数偏移であり,Re{・}は{・}の 実数部を表す。 さらに,ψ 、(6)



















で与え られ る。式(4・2)お よび式(4・4)に お けるτはデータの繰 り返 し周期である
。
レイ リー フェ ージング下では・R`お よび θ`は それぞれ レイリー分布則お よび一様分布則 に従










式(4.5)に お ける σ`2は 基地局`に 対す る受信信号の平均電力である。
無線ゾー ンのオーバ ラップ領域 において受信する場合 には,移 動局 は隣接す るn局 か らの電波を




と示 され る。式(4.7)で 与え られ る受信信号が直接,検 波器 に加え られる もの と仮定す る。
この とき,エ ネルギ検波で は丁秒間にお ける平均電力 は
・-1∫1・ ・(のd・ (4.8)
で与 え られる。式(4.1)お よび式(4.7)を 式(4.8)に 代入 する。 さらに,レ イリーフ











旬=1τ ∫IR・{exp〔j〔 ψ`(む)一 ψノ(ご)↓ θ`一 θ,〕 〕}dδ
(4.9)
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と な る。 こ こ で,
ψ・(の 一 △… レ ・(・)d・ (4.10)
た=△ ωdk/△ ω4 (4.11)
で あ る。 ま た,Re{・}は{・}の 実 数部 を示 す。 式(4.10)お よ び 式(4.11)に お け
る△ ωdhは重畳 信号 に対 す る角 周波 数 偏移 で あ る。 式(4.9)の 第1項 は最 大比 合成 の ダ イパ ー
シテ ィ受 信 に よ り得 られ る平 均電 力 に相 当す る。 従 って,レ イ リー フ ェー ジ ング存 在 下 で平 均 電力
を最 大 にす るため に は任意 の θ`(ゑ=1,2,・ ・,n)に 対 して,式(4.9)の 第2項 を0
とす るよ うに ψ`(の お よ び ψ」(の を選 定 しな けれ ばな らな い。 す なわ ち,ψ`(6)お よ び










sin〔 ψ`(孟)一 ψ 」(`)〕dホ ・=0
cos〔ψ`(6)一 ψ」(む)〕d孟=0
(4.12)
を同時 に満足 しな ければな らない。
ψ`(の の候補 には周期がTの 整数分 の1で ある周期関数 があげられ るがスペ ク トラムの広 が
りを最小 にするため正弦波を選ぷ ものとし,以 後 これにつ いて考察す る。 このとき,ψ`(の は
次式で与え られるもの とす る。






を得 る。 β`は 無 線基 地局`に お ける重畳 正弦 波 に対 す る変 調指 数 で あ る。
式(4.13)を 式(4.12)の 第1式 に代 入 す る こ とによ り式(4.15)を 得 る。
・1-/l・ ㎞ 〔β・・㎞(ω ・・一 ζ・)一 β・S㎞(ω ・・一 ζ・)〕d・
一 ～1・h〔Z調 ω・・…)〕d・
-2鼠 ←1)・Ja・1(Z〃)∫ 卜 〔(2・+1)(ω ・・…)〕d・
(4.15)
を 得 る。 こ こで,Z〃 お よび η訂 はそれ ぞ れ
Zμ=β`2+β 」2-2β`β 」cos(ζ`一 ζ 」)(4.16)
β`COSζ`一 β 」COSζ 」
η 召 ・=tan-1(4.17)
β`sinζ`一 β 」sinζ,
で与 え られ る。 式(4.15)に お け るJ`(x)は 客夜 第1種 ベ ッセル 関数 で あ る。11を β、
お よ び β,の 値 にか かわ らず常 に0と す る条件 か ら次 式 を得 る。
ω。T=2た π(ん=1,2,・ ・)(4.18)
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式(4.18)に おいて,重 畳信号 の変調によ るスペク トラムの広が りを最小 に抑え る条件 は
ω。T=2π(4.19)
であ り,重 畳正弦波の周波数 はデ ィジタル信号の クロック レー トと一致す る。
同様 に して,式(4.12)の 第2式 は
・・-TJ・(Zの+2峯
f←1)・Ja(Z・)～ 静 〔2・(ω ・・一 η・)〕d・
(4.20)
と な る。12=0と し,式(4.19)を 式(4.20)に 代 入 す る こ とに よ り
TJo(Z〃)=0(ε ≠')(4.21)
を得 る。各 無線 基 地 局 に お け る重 畳信 号 に対 す る変調 指 数 を等 し くと り,β`=β(`=1,2,
・・,n)と す れ ば,式(4.21)か ら
Jo(2βsin((ζ`一 ζ」)/2〕)=0(4.22)
とな る。 ま た,す べて の`≠'に 対 して,ζ`=ζ と した と き,式(4.21)か ら
Jo(β`一 β」)=0(4 .23)
が得 られ る。 こ の場 合 は各無 線基 地 局 間で 変 調指 数 が異 な る こ とを意 味 す るが,周 波 数偏 移 を 一 定
と した式(4.22)を 採用 す るほ うが適 切 で あ る。
式(4。22)を 満 たす2βsin〔(ζ`一 ζ、)/2〕 の最 小 値 は
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表4.1隣 接 ゾー ン数 と位相差間 隔 お よびlZ`」1
陵接 ゾー ン数 位相差問隔 1Z`」1
2 π 2β
3 2π/3 ノコー β
4 π/2 ノτ β,2β
5 2π/5 1.18β,1.9β
6 π/3 β,/§ 一β,2β
2βlsin〔(ζ`一 ζ」)/2〕1=2.48 (4.24)
であ り,式(4.24)を 満足するβ,ζ`お よび ζ」を求めるものとする。いま,位 相面で2π
の位相を隣接 ゾー ン数 に応 じて位相差が均等になるように配分す るもの とし,隣 接ゾー ン数n=2
～6に ついて位相差間隔 △ ζおよびZ〃 を示 した ものが表4 .1で ある。 これにより,n=2お よ
び3に ついて は最適 のβが求ま り,そ れぞれ β一1.24お よび1.43と なる。 しか し,,n=4
～6に ついて はIZ存1の 値 は一意的 には定ま らず,た とえば局1と 局2に 対 して最適値 とす ると
局2と 局3の 間で は最適値 とはな らないことがお こる。 この場合 は,誤 り率 を考慮 し,全体 として
















- .翫+ヨ2/π 汀J。(Z。)、 。・(θ、 一 θ、)(4.26)
～=1～ 》4
を得 る。 た だ し,γ`は 無 線基 地 局iか らの電 波 に対 す るCNRで あ り
γ`=R`2/2ハ ♂(4.27)
で与 え られ る。
非 フ ェー ジ ング時 の ビ ッ ト誤 り率P。s(γ)はCNRの 関数 と して
Pes(γ)=(1/2)exp(-cγ)(4.28)
と表せ る もの とす る。 ここで,cは システ ム の状 態 を 示 す比 例定 数 で あ る。 レィ リー フェ ー ジ ング
存 在 下 で は γ`は 指 数 分 布 す る ラ ンダ ム変 数 とな り,そ の確率 密 度 関数P(γ`)は 次 式 で 与 え ら
れ る。
P(・)一{∵exp← γ　 )::::::色2ω
こ こで,「`=γ`2/21Vで あ る。 また,θ`は 一 様分 布 則 に したが って変 動 す る変 数 とな るか





























となる。 これは,検 波前で行 う最大比合成のダイバー シテ ィ受信時の誤 り率 に等 しい。
次に,J。(Zμ)≠0の 場合 について考察 する。まず,互 いに独立 な2波 を受信す る場合につ い
て調べる。また,β1=β2=β が成 り立つ ものとし,以 後,す べて のβ`は βに等 しいと仮定す

















とな り,平 均CNRがr1÷r2で あ る ときの単 局受 信 時 の平 均 誤 り率 に等 し くな る。
図4.5は2渡 の受 信CNRが 等 し く,r!ニr2=r。 が成 り立 つ 場 合 の平 均CNR対 平 均 ビ
ッ ト誤 り率特 性 をZ12=2βsin〔(ζ1一 ζ2)/2〕 をパ ラメ ータ と して示 した もので あ る。
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Z12=2.48の とき最良 の誤 り率特性が得 られ,平 均 ビッ ト誤 り率10-3を与え る平均CNRは
単局受信時 と比較 して13dB改 善で きる。一方,Z12=0の 場合 には式(4.33)で 示 され る
よ うに3dBの 改善に とどま り,所 要平均CNRの 改善効果 は得 られない。なお,式(4.32)
でJ。(lZ121)=0の場合 に,両 ブランチ間に振幅相関が あるときには1ブ ランチあた りの等価



































































で与え られるq)(7》。ただ し,r1=r2=r。 とした。 たとえば,ρ=0.5お よび ρ=0.8
に対す る等価的 な平均CNRのr。 か らの劣化 はそれぞれ0.62dBお よび2.2dBと なる。
図4.6は2局 構成時 の重畳正弦波 の位相差 △ζ=ζ1一 ζ2をパ ラメータに した ときの重畳正
弦波の変調指数 β対平均 ビ ッ ト誤 り率特性 の理論値を示 す。平均 ビッ ト誤 り率 はβ=0で 最大値 を
とり,第1種0次 ベ ッセル関数Jo(2βsin〔△ ζ/2〕)=0を 満 たす βで極小値を とりなが ら
振動 しZ、2=2.48の 場合の誤 り率 に収束す る。通常,β の値の設定 は以下 のように行 う。すな
わ ち,各 無線基地局での重畳波 の位相差が2π を均等に分割するよ うに△ ζを定めた後,こ れ に対
す る変三焉指数対平均 ビフ ト誤 り率特娃か ら誤 り率 の極小値を与えるβの最小 のものを採用す る。
2局購成および3局 構成で は△ ζはそれぞれ πおよび2π/3と なるか ら,式(4.24)よ りそ
れぞれ β=1.24お よび1.43を 得 る。4局 構成以上で は2局 間の重畳位相差 は2通 り以上存
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表4.2隣 接ゾーン数と位相差間隔および最適変調指数















































図4・7重 畳 正 弦 波 の位 相 差対 平 均 ビ ッ ト誤 り率特 性(理 論値)
一102 ～
在す るが これ らの うち,誤 り率 の劣化を最小に抑え,各 波に対す る誤 り率 を等 しくす るβを採用
す る。 この条件を満たす βの値を表4.2に 示す。同表か ら,基地局数が多 いほどβの値を大 き く
す る必要があることがわかる。
図4.7は βをパ ラメータとし,重 畳正弦波の位相差 △ζ対平均 ビッ ト誤 り率特性を示す。 △ ζ
を0か ら大 き くする ことによって誤 り率 は急激に改善 され,△ ζのある範囲で は平坦な特性を呈 し
たのち,再 び誤 り率が劣化す る。 βが大 きいほど特性 の平坦部が広 くなるが所要伝送帯域幅 の観点
か らβは小 さい ほうが望 ま しく,そ の決定にあたってはこれ らの要因を考慮 しなければな らない。
4.5誤 り率特性の実験的検討 σ3)
4.5.1実 験系
図4.8に 示 す実験系を用 いて室内実験を行 った。変複調方式 はFMデ ィスクリミネータである。
ビッ トレー ト∫ム=600bpsの9段PN信 号(周 期511bit)を 発生 した後,ス プ リッ ト
フェーズ符号化す る。一方,PN信 号 と同期が とれ,そ の位相が互いに異 なる2つ の正弦波をスプ
リッ トフェーズ符号化 したPN信 号に重畳 し各々の変調信号 とす る。 この変調信号 によ りFM変 調
された900MHz帯 の信号 はレイリーフェージング シミュレータを介 して受信機に入力 される。
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前項で述べた実験系を用 いて誤 り率特性を測定 した。 レイ リー フェー ジングのフェー ジングピ ッ
チは ∫p=40Hzに 設定 した。 この値 は周波数900MHzの 電波を使用 す る移動局 が車速48
kln/hで走行 する場合 に相 当する。また,両 ブ ランチの受信平均CNRは 等 し く設定 した。
図4.9は 受信平均CNRに 対 する平均 ビ ッ ト誤 り率特性を示 す。実線 で示 した誤 り率 の理論値
は単局受信時 の誤 り率特性か ら求 めた定数c=3.15と した場合 のものである。2ブ ランチ合成
時 の実験値 は理論値 とよ く一致 してお り,平 均 ビッ ト誤 り率10`3を与 える平均CNRは 単局受信











































図4.10重 畳正弦波の変調指数対平均 ビッ ト誤 り率特性(実 験値)
図4・10は 重畳正弦波 の変調指数 に対する誤 り率特性を示す。実線 は理論値を示 し,白 丸は実
験値を示す。重畳正弦波 の変調指数 βと重畳正弦波 の周波数偏移 ムナdh(=△ωdh/2π)の関係
はβ=ム ナdh/2ナムで与え られ る。 β≦3で は実験値 と理論値 はよ く一致 している。 β>3で は
実験値が理論値よ り大 き くな っているが,こ れは理論値が受信帯域外へのスペク トラムの広 が りに
よる特性劣化を考慮 していないことによるものである。
図4.11は 重畳正弦波 の位相差 に対する平均 ビッ ト誤 り率特性を示す。図4.9～ 図4.10
と同様 に実線 は理論値を示 し,白 丸は実験値を示 す。同図 において も実験値 と理論値 はよ く一致 し
ている。 π/2<△ ζ<3π/2で は平均 ビ ッ ト誤 り率 は最小 とな り,平 坦 な特性を呈す る。 この






















図4.11重 畳正弦波 の位相差対平均 ビ ッ ト誤 り率特性(実 験値)
図4.12は2局 の搬送波周波数差に対す る平均 ビ ッ ト誤 り率特性を示す。 白丸 は正弦波を重畳
した ときの特性 であり,黒 丸は正弦波を重畳 しない ときの特性であ る。正弦波 を重畳 しない ものは
従来 の周波数オ フセ ッ ト方式に対応 し,1△ 刻=0か ら大 き くな るとある最適周波数 差に対 して
平均 ビ ッ ト誤 り率が最小値 とな り,さ らに1ム ナ}を 大 き くす ると誤 り率特性が劣化す る。 これに
対 して,正 弦波を重畳 した場合には1△ 囲 が0か ら大 き くな るにつれ平均 ビ ッ ト誤 り率 は徐 々に
劣化する。いま,誤 り率の劣化を最適値の3倍 まで許容 すれば,ム ナの許容範囲 は搬送波周波数オ
フセ ッ ト方式では,0.5kHz≦ △f≦3.5kHz,変 調波形 オフセ ッ ト方式で は1ム ナ!≦






















図4.12搬 送 波 周波 数 差対 平 均 ビ ッ ト誤 り率特 性(実 験 値)
一方,搬 送波周波数オ フセ ッ ト方式で は,搬 送波周波数の許容変動量 ムナ5は
ム ナ5=〔 △fmax-(n-1)△fmin〕/2n (4.35)
で 与 え られ る(71)。式(4.35)に お いて,n,△f.a.お よび ム ナ。i。は,そ れぞ れ隣 接 ゾ ー
ン数,最 大許 容 周 波数 差 お よ び最 小許 容周 波 数差 を 表 す。
図4,12か ら得 られ た ム ナ。。。 ニ3.5k}lzお よ び ム ナ。、且=0.5kHzを 式(4.35)
に代 入 す る こ とによ り,接 送 波 周波 数 の許 容 安定 度 を求 めた結 果 を表4.3に 示 す。 これ か ら,巖




ゾー ン数 2 3 4 5 6
方式 正6角形 ゾーン 正方形ゾーン 正3角形ゾーン
搬送波周波数
±7.5×10-7 ±4.2×10'7 ±2。5×10-7 ±1.5×10'7 ±8β ×10-8
オ7セ ヅト方式
変調波形
±3.1×10-6 同左 同左 同左 同左
オ フセ ッ ト方式
フセ ッ ト方式で は,n=3の 正6角 形 ゾー ン構成を例に とれば,約1桁 安定度が小 さ くて もよい こ
とがわか る。
4.6む すび
複局同時送信方式を実現す るための新 しい変調技術を提案 し,そ の原理 および伝送特性 について
述べ た。変調波形オ フセ ッ ト方式の特徴をま とめると以下の通 りである。
(1)べ一スバ ン ドのデ ィジタル信号 に対 して,周 波数がデ ィジタル信号 のク ロック レー トの整数
倍に等 しい周期波形を重畳 し,こ れを変調信号 とす る。 また,各 無線基地局 にお ける重畳波形
の振幅 は等 しく,位 相 は隣接基地局間で異な らせ る。
(2)各無線基地局 には同一 の搬送波周波数を割 り当て,上 記(1)の 変調信号でFM変 調 し,同
時送信す る。
(3)各無線 ゾー ンのオーバ ラップ領域 ではスペースダ イバー シテ ィ効果が得 られ,各 無線基地局
か らの電波に対す る受信 レベルが等 しい場合 には,レ イ リーフェー ジング存在下で平均 ビ ッ ト
誤 り率10-3を与え る平均CNRは 少 な くとも13dBの 改善 され る。
(4)従来の 自動車電話で用い られていた搬送波周波数 オフセ ッ ト方式 に比 べて,送 信機 の所要周
波数安定度 を大幅 に小 さ くできる。 たとえば,隣 接局数3で は約1桁 改善で きる。
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なお,本 方式を実際 の移動通信へ適用する場合 には,シ ステム側 における制約条件か ら,ビ ッ トレ
ー ト,変 調指数等が決定 される。 これに関 しては自動車電話にお ける信号伝送条件下での走行伝送
実験結果 が報告 されてお り,実 際 の伝鍛環境にお いて もその有効性が確認 されているq。3》。 その
結果を もとに,仙 台 ・広島等 に導入 されている中小都市用 自動車電話方式で は本方式を適用 した複
局制椥方式が用 いられているGo4》。
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各無線基地局 か ら異 な った無線チ ャネルを用 いて変調信号の同時送信 を行い,受 信側 ではゾ
ー ン移行時にチ ャネル切 り替えを行 う。
(2)シンクロナス同時送信(周 波数同期同時送信)
各無線基地局か ら同一 の無線チ ャネルを用いて,搬 送波周波数同期を とった変調信号を同時
送信する。 このため,受 信側で はゾー ン移行時 のチ ャネル切 り替えが不要である。
(3)オフセ ッ ト同時送信
各無線基地局か ら同一 の無線チ ャネルを用いて変調信号を同時送信す る。その際,搬 送波周
波数 変調指数,変 調波形のいずれかをオフセ ッ トす る。移動局 は無線ゾー ン移行時 のチ ャネ
ル切 り替えが不要である。無線ゾー ン境界付近にお いてスペースダ イバー シテ ィ効果が期待 さ
れ る。




複局同時送信 により得 られ るダ イバ ーシテ ィ効果 は伝搬構造 と密接に関孫す る。第1章 で述べ た
よ うに,市 街地 にお けるVHFあ るいはUHF帯 の電波伝搬 は建造物による反射 ・回折 ・散乱 の影
響を受 け多重路伝搬 となり,移 動局が走行受信を行 うとき受信信号 にはピッチが速 く,落 ち込みが
深い フェージングを受 ける。 このフェー ジングによるレベル変動 は瞬時変動 と呼 ばれ,受 信信号 の
包絡線 は近似的に式(1.6)に 示す レィリー分布則 に従 って変動 することが知 られている。 この





で与え られ る軌 ここで,rは 短区間平均CNRで ある。
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一方,rは 移動局周辺の地形,地 物による遮蔽効果に起因す る緩 やか な変動 を呈す る。 この変動
はシャ ドウフェー ジングあるい は短区間変動 と呼 ばれ,rは その申央値をrmと す る対数正規分布







ここで,「.は 「の中央値 であり,長 区間中央値 とも呼ばれ る。 また,σ は2.rの 標準偏差であ
り,一 般的な市街地で は5～7dBと なることが知 られている。
また,rmは 無線基地局か らの距離rの 関数 として,式(5.3)で 与え られ るよ うな伝搬距離
特性を示す。
rm(γ)=A。r一 α (5.3)
ここで,α は伝搬距離特性 の減衰定数で あり,市 街地 においては3～4の 値を とる。
本章で は,実 際 の伝搬路が以上述べたモデルで与え られ るものと して以下 の考察を行 う。
5.3.2等 価短区間平均CNR
考察 の対象 とす る陸上移動通信 のゾー ン構成 のモデルを図5.1に 示す。 ゾー ン構成 は円形ゾー
ンを正六角形 に配置 した小ゾー ン構成 とし,注 目ゾー ン#0お よび周辺6ゾ ー ン#1～#6の 無線
基地局か らデ ィジタル信号を同時 送信す るものとする。また,受 信点 にお ける各無線基地局 か ら送
信 されたデ ィジタル変調信号 の伝搬遅延時間分散 の影響 は無視で きるものとす る。 さ らに,使 用 さ





図5.1ゾ ー ン構 成 モデ ル
で与え られる ものとす る。 ただし,cは システムの状態を表す比例定数で ある。 この とき・瞬時変
動が存在す るときの平均 ビ ッ ト誤 り率P。 は
P・(r)一 い 一(・)P(・)d・
=(1/2)(1+cr)曹1 (5.5)
となる。 ここで,瞬 時変動 は準静的 と仮定 してお り以後 もこの仮定が成立す るものとす る。
次 に,5.2で 述べた3種 類の複局同時送信方式 について合成受信時 の短 区間平均CNRを 求め
る。
異周波同時送信方式では,移 動局がゾー ン移行することにチャネル切替が行 われ る。 ゾー ン移行





シ ンクロナス同時送信方式で は,注 目ゾー ンおよび周辺ゾー ンの各無線基地局か ら送信 された同








で与え られる。 ここで,r`は 受信点にお けるゾー ン#LC=0,1,2,...,6)の 無線基地局
か らの送信信号 の短区間平均CNRで ある。
オフセ ッ ト同時送信で は,5.2で 述べ たよ うに無線 ゾー ンのオーバ ラ ップ領域で送信ダ イバー
シテ ィ効果が得 られ る。送信ダイバー シテ ィ効果 として検波前最大比合成 あ るいは検波後等利得合
成のダイバー シテ ィ受信を行 う場合 に相 当す る誤 り率の改善効果が得 られ ることが報告 されている
σ2》一σ4》《87》。 ここでは,取 り扱いを簡単 にす るため,最 大比合成 に相 当す る改善効果が得 られ









い ま,等 価 短 区闇 平 均CNR「 。q`(ε=1,2,3)を 導 入 す る こ とに よ り平 均 ビ ッ ト誤 り率 を
Pe`=(1/2)(1+c「eq`)-1(ε=1,2,3) (5.9)








、尋器 ・ 「・+…+C6島 「・

















となる。 ただ し,式(5.12)の 導 出にあたってはc=1を 仮定 している。以下の考察 において
も一般性を失 うことな くこの仮定が成 り立つ ものとする。 式(5.4)に よ り短区間平均CNR
rが与 え られた とき,単 局送信 に換算 してrよ りrg2およびr。3だけ大 きい短区間平均CNRに 相
当す る平均 ビ ッ ト誤 り率が得 られ ることがわか る。 また,規 定誤 り率を与えた とき,こ れを満たす
r。q1,r。q2,r。q3から求 めたrの 値を比較す ることにより同一誤 り率に対 する所要短区間平
均CNRの 改善量が求 め られる。た とえば,P。、=P。2=P。3=10-3としたとき,式(5.6)
～式(5 .8)か ら求 めたrの 値 はそれぞれ27dB,18.6dBお よび1.6dBと なる。異
周波同時送信 に対す る短区聞平均CNRか らのCNR改 善量 はシ ンク ロナス同時送信およびオフセ
ッ ト同時送信に対 してそれぞれ8.4dBお よび25.4dBと なる。 ここで述べた誤 り率の改善
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効果の評価 は全て の無線基地局 か らの到来波の短区間平均CNRが 等 しい とき,た とえば注 目ゾー
ン内の基地局 のみにおいて送信ダ イバーシテ ィを行 う場合に適用 できるもので あり,注 目ゾー ンと
周辺ゾー ンとの境界付近に移動局が位置す るよ うな場合 には適用 できない。
次 に,各 無線基地局か らの到来波 の短区聞平均CNRが 異 なる場合 のCNR改 善量 を導出す る。
ここで,各 無線基地局か らの到来波の短 区間平均CNRは ・
r`(ア ・`)=A・r`-u α ニ0,1,2,..,6) (5.13)
で与え られると仮定 した うえで誤 り率の改善効果 または同一誤 り率に対 する所要短区間CNR改 善
量を求めればよい。式(5.13)は 式(5.3)に おいて短区間変動が ないと仮定 することによ
り与え られ,r`伊`)は ゾー ン#`の 基地局か ら距離 汽 の点 にお ける短 区間平均CNRを 表
す。回線設計を行 ううえで,規 定誤 り率に対す る所要短区間CNRの 改善量 は短 区聞変動 と切 り離
して考 えることか ら以上 の仮定を用 いて も問題 はない。以下,こ の仮定の もとに改善効果 について




・尋 「・ α ・)
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とな る。 ま た,式(5.13)は
r、(助 、)=A・Rz-d(h/R。)一 α
=r(R2)0戸`/R z)一{x (5.15)
と書 き改 め られ る。 た だ し・Rzは 無 線 ゾ ー ン半 径 で あ り,γ 、/R、 は無 線 ゾ ー ン半 径 で 規 格化 し
た無線 基 地局 か らの距 離 で あ る。
図5・1に お い て・ 移 動局 は ゾー ン‡‡0の 中心 を原 点 とす る極 座 標 の点P(r ,θ)に 存 在 す る
もの と し(・ゾ ー ン#ε(ご=0,1・2,・ …6)の 中心 か ら点Pま で規 格 化 距 離r、/R 、 を
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図5.3ゾ ー ン境界にお ける所要短区間平均CNRに 対す る
等価短 区間平均CNRの 関係
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図5.2はr(Rz)=OdBと した とき,式(5.17)で 与 え られ るreq`(h。)G=0,
1,2,3)をrR。 に対 して示 して い る。 これ に よれ ば,r。q1<r。q2<r。q3の 関 係 を有 し,ゾ
ー ン境 界,す なわ ち 渚R。=1に お ける各方 式 間 の等価 短 区 闇平 均CNRの 差 は θ=0の 場 合 に は異
周 波 同時 送信 と シ ンク ロナス同時 送 信 で は5.8dB,シ ンク ロナ ス同時 送 信 とオ フ セ ッ ト同 時送
,信 で は4.7dBで あ る。 ま た,θ=π/6の 場 合 に は異 周波 同時 送 信 と シ ンク ロナ ス同 時 送 信 で
は5.1dB,シ ンク ロナス同時 送 信 とオ フセ ッ ト同 時 送 信 で は4.5dBと な る。 θを変 化 させ
た とき に はゾ ー ン配 置 の対称 性 か ら0≦ θ≦ π/6の 特 性 を基 本単 位 と した周 期性 を 示 す が,こ こで
は詳 しい説 明 は省 略 す る。
次 に,等 価 短 区間 平 均CNRが 与 え られ た とき ゾー ン境 界 にお ける短 区間 平 均CNRr(R2)
の大 き さを 各方 式 につ い て比 較 す る。
図5.3はr。q`(`=1,2,3)とr(Rz)と の関係 を 示 した もので あ る。 表5.1は 規 定 品 質
と して与 え られ た所 要 ビ ッ ト誤 り率 に対 応 す る等 価短 区聞 平均CNRの 値 か ら図5.3を 用 いて 求
め たゾ ー ン境界 で の短 区間 平 均CNRr(R2)を 示 して い る。 例 と して,所 要 ビ ッ ト誤 り率10
-3を仮 定 す れ ば
,式(5.9)か らr。q`=27dBを 得 る。 この とき,r(.Rz)の 値 は異 周波 同
時送 信 シ ンク ロナス同 時 送信 お よび オ フセ ッ ト同時 送信 に対 して それ ぞれ27dB,20.4d
Bお よび6.4dBと な り,異 周 波 同時 送 信 のr(Rz)を 基準 に した とき,シ ンク ロナ ス同 時送 信
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およびオ フセ ッ ト同時送信 は,そ れぞれ6.6dBお よび20.6dBだ け所要短 区間平均CNR
が少 な くてよい。同様 に,ビ ッ ト誤 り率10-4について もr(Rz)はオ フセ ッ ト同時送信 シンク
ロナス同時送信,異 周波同時送信の順 に大き くなる。
以上,本 節 において は同時送信による短 区闇平均CNRの 増加量を求める ことによ って誤 り率特
性の改善効果を明 らかにするとともに,規 定 の誤 り率を与えた ときのゾー.ン境界 にお ける所要短区
闇平均CNRr(Rz)の 低減量を定量的に明 らかに した。
5.3.3サ イ トダイバーシテ ィ効果
前節で述べたゾー ン構成モデルを対象 とし,そ れぞれの複局同時送信方式について,短 区間変動
によ り規定品質を下まわる場所的 な確率を ゾー ン周辺およびゾー ン全体 に対 して求 める。 こ こで,
ゾー ン周辺 とは,無 線基地局か らの距離が無線 ゾー ン半径 に等 しい任意 の点を意味 する。 その結果
を,複 局同時送信を行わない場合 の規定品質を下 まわ る確率 と比較 し,所 要CNRマ ージ ンの減少
量 としてサ イ トダ イバー シテ ィ効果を評価す る。 ここでい うCNRマ ージ ンとは,規 定品質 に対す
る短区間平均CNRを 短区間変動下 において ある劣化確率以内 とす るために必要 な長区間中央値 と
の レベル比を意味す る。
まず,複 局同時送信を行 わない場合について伝送品質が規格値を下 まわる確率を求 める。 ゾー ン
#0内 に存在す る点P(r,θ)に おいて,短 区間平均CNR「 が平均CNRで 与え られ る規定品









とな る。 た だ し,erfc(x)は補 誤 差関 数 で あ り,式(5.19)で 与 え られ る。
一)一 湯 ～=噺 ・・)d・ (5.19)
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式(5.18)のr。(r)/rthは 点Pに おける短 区間平均CNRに 対す るマージンを表す。
ゾー ン#0全 体での劣化確率F。。は式(5.18)を 注 目ゾー ン#0全 体にわたり面稜分す るこ
















































を得 る(82)(106)。式(5.23)の 第1項 はゾー ン周辺 における劣化確率であ り,第2項 はゾー
ン周辺 にお ける劣化確率をゾー ン全体 での劣化確率へ拡張す るときの補正項である。
次 に,そ れぞれの複局同時送信方式 について場所 的な劣化確率を求め る。
異周波同時送 信方式で は短区聞平均値CNRの 情報 に基づいてゾー ン移行を判断 し,制 御 チ ャネ





F・・ 一 請 伊 ぎ6～lz-・d・ ・dθ (5.25)
で 与 え られ る。 式(5.24)お よ び式(5.25)のr、 を ゾ ー ン半 径 で規 格 化 したr取 で 置





















シンクロナス同時送信方式 では対数正規分布す る7波 を同時受信す るため7波 合成時の短区間平
均CNRを 求 める必要が ある。一般に,対 数正規分布 する複数の波 の合成波 も対数正規分布す るこ
とが知 られてい る(1。6>〈10ツ》。ゾー ン#`(五=0,1,…,6)の 無線基地局 か ら送信 され






で与 え られ る。 ま た,合 成 波 の短 区 間平 均CNRr。q2=Σr`の 確率 密 度 関数P(r。q2)は`30
・(r翻一罵
eqr訓 一21プ ・・(≒ii)(5・29)
で与え られ る(107}。ただ し,式(5.28)に お いて,到 来す る各波 の標準偏差 は等 しい ものと
してい る。 また,式(5.29)に おける σ。qおよびr麗.は それぞれ以下 に示す等価標準偏差お









このとき,ゾ ー ン#0内 の点P(γ,θ)に おける短区間平均CNRr。q2がrthを 下回る確率
は式(5.18)に 対応 して
Fπ一÷ 一 ド 芳 寄 「篇)](5・31)









オ フセ ッ ト同時送信方式で は式(5.17)で 与え られ るr。q3の確率密度関数を導出 した後,
劣化確率を求 めな ければな らない。 しか しなが ら,こ れを解析的に求 め ることは困難であるため,
近似解 として短区闇平均CNRの 下限値について求 める。
r。q、一 音(1+r、)-1≧ 責r、(r、 ≧0)(5.34)
ご=0`30
6
の関係を有す るため,こ こではr。q3=耳r`と して その確率密度関数を導出す る。r`の 確率
`=0















































































図5.4所 要短区間平均CNRマ ージ ン対劣化確率
(同時送信な し)
である。従 って,ゾ ー ン全体での劣化確率F。3は
F認一1～π♂6～諦 誌2・ 一 ・r'(R一 い
rRodrRodθ
(5.38)
で与 え られ る。
図5.4は 戸f。お よびF。 ・を ゾー ン周辺 で の所 要短 区間 平均CNRマ ー ジ ンr。(R。)/rLhに
対 して示 す 。同 様 に,図5.5～ 図5.7はFf!お よびF。1,Ff2お よびF。2,Ff3お よ びF。3を






































の関係を有す る。Ff。は σ。の値が大 きいほど同 じCNRマ ー ジンに対す る劣化確率が大 きいが,
Ff1はCNRマー ジンが小 さい領域で σ。の値が小 さいに もかかわ らず劣化 確率 が大 き くなって い
る。 これ は,こ の領域で は各無線基地局か らの到来波の受信 レベルが全体的に低いため,受 信 レベ



































同時送信で はゾー ン周辺およびゾーン全体での劣化確率 を同 じとしたときCNRマ ージンの所要 殖
の差が他 の方式 と比べて少ないのが特徴的である。
ここで,複 局送信を行 うことによ り得 られ るサ イ トダイバー シテ ィ効果を調べ る。 この場合,サ
イ トダイバー シテ ィ効果 は同一 の場所的劣化確率 に対 して複局同時送信 の有 ・無 のそれぞれに対す
る短区聞平均CNRの 所要 マージンの差で評価 しその値をサ イ トダ イバーシテ ィゲ ィンと定義す る
こととする。例 として,ゾ ー ン全体での劣化確率5%,σGニ6dBに ついて示せば,異 周渡同時
送信,シ ンクロナス同時送信およびオ フセ ッ ト同時送信 の各方式のサ イ トダ イバーシテ ィゲ インは,








































































そ れ7.4dB,5dBお よび7.4dBと な り,ほ ぼ同程 度 の蘇 善効 果 が 得 られ る。 た だ し,オ
フ セ ッ ト同時 送 信 はrth=10dBの 場 合 の値 で あ る。 ま た,オ フ セ ッ ト同 時 送 信 で はrth=27
dBの 場 合 にCNRマ ー ジ ンをOdBと した ときFf3お よびF。3は と もに10唱3以 下 で あ る ため ゾ
ー ン全体 の劣化 確 率 が5%お よ び1%で のサ イ トダ イバ ー シテ ィゲ イ ンは10dB以 上 とな る。
図5.8～ 図5.11は ゾ ー ン周 辺 お よび ゾー ン全 体 で の劣 化 確 率,Ff`とF。`(L=0,1,
2,3)と の関係 を 示 した もので あ る。 曲線 は所 要 短 区 間 平 均CNRマ ー ジ ンr。(Rz)/rthが
OdB以 上 の領域 につ いて示 して い る。 こ こで,短 区間 平 均CNRの 閾 値 「thは合成 波 の等 価 短 区






































































































































































































図5.11ゾ ー ン周辺での劣化確率対ゾー ン全体での劣化確率
くオ フセ ッ ト同時送信)
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か らの到来波に対す る短 区間平均CNRr。 に対す るrOthとは異なることに注意 しなければな ら
ない。
場所的な劣化確率 としては通常,ゾ ー ン全体で の値が与え られ る。一方,回 線設計上,送 信電力
の決定 にはゾー ン周辺でのCNRマ ージンの値が必要 となる。ゾー ン全体 での劣化確率が与え られ
たときゾー ン周辺での劣化確率を図5.8～ 図5.11よ り求め,そ れを もとに注 目ゾー ン#0に
ある基地局か らの到来波に対す る所要CNRマ ージンを求めることがで きる。
5.3.4ダ イバー シテ ィ効果の相互比較
5.3.2お よび5.3.3で 述べた規定誤 り率に対す る所要短区間平均CNRの 低減効果 およ
びサ イ トダ イバー シテ ィ効果を各方式の特徴 とともに各複局同時送信方式 の相互比較を行 った もの
が表5.2で ある。 ここで,所 要短 区間平均CNRの 低減効果 は平均 ビッ ト誤 り率10曙3を得 るた










サ イ トダ ィ パ ー





同時送信方式 標 ○ 6.6dB 5.2dB
才フセ ツ ト
同時送信方式 繧 ○ 20.6dB 4.6dB
*平 均 ビ ッ ト誤 り率10'3を得 るための所要短区間平均CNRを 複局同時送信 しない場合のそれ
との差をゲ インで表す。
**ゾ ー ン全体で の劣化確率5%と す るときの所要短区間平均CNRマ ー ジンを複局同時送信 し
ない場合のそれ との差 をゲ インで表す。
一131一
サ イ トダ イバー シテ ィ効果 はゾー ン全体での劣化確率 を5%と す るときの短区間平均CNRマ ー ジ
ンを複局送信を行 わない場合 のそれ との差 をゲイ ンの形 で表 した。 サイ トダ イバー シテ ィ効果 はい
ずれの方式 について もほぼ同等の改善効果が得 られている。 これに対 して,準 静的 レイ リー フェー
ジング存在時の所要短区間平均CNRの 低減効果 は異周波同時送信方式で は期待で きない ことが示
されている。また,方 式実現性に関 して,異 周波同時送信方式 は呼設定時にいずれの無線 ゾ ー ンに
い るかを移動局側で判断 するため制御 チ ャネルを常時スキ ャンして受信 しなければな らない とい う
問題点がある。 また,周 波数利用率を考慮すれば,実 用的 にはシンクロナス同時送信方式 あ るいは
オフセッ ト同時送信方式を用 いるのが適当であり,短 区間平均CNR低 減効果か ら後者 を採用 する
のがよいと判断 される。従 って,次 節で はオ フセ ッ ト同時送信方式を採用 した ときの回線設計例 に
ついて述べることとす る。
5.4複 局同時送信方式 における回線設計例
同一周波数を用 いた制御 ゾー ンは,同 一チ ャネル干渉が無視できる程度 に繰 り返 し距離を とるも
のと して,熱 雑音を考慮 した回線設計例 として無線基地局 にお ける送信電力 の決定を行 う。移動通
信における品質規定 の方法 として は通常,瞬 時値で品質規定 した うえで,
①劣化確率を瞬時変動 と短区間変動 の合成変動 と して規定す る方法(108)(109)
②劣化確率を瞬時変動 と短 区間変動 の各々に対 して個別 に規定す る方法 σω
が用い られている。 自動車電話 において は瞬時変動下 にお ける所要品質を短区間平均値で規定 し,
これの短区間 の変動 による劣化確率を規定 した②の方法 の変形 を採用 しているG8)。ここで は,②
の方法を用 いるもの とす う。 このとき,送 信電力 は以下 の手順 に従 って求 め られ る。 、
① 図5.3よ り等価短区間平均CNR「 。q`(孟=1,2,3)が 規定品質を満足す るため
に必要 とす る短区間平均CNR「th,お よびゾー ン境界 にお ける所要短区間平均CNR
r(Rz)=r。thを求める。
② 図5・5～ 図5.11を 用いて,所 要場所率 を確保す るために必要 な短 区間平均CNRの マ






③ 上記① および② よ り求めたゾー ン周辺 における所要短区間平均CNRr。thお よび#0の
基地局か らの到来波 に対する短区間平均CNRの マー ジンr。(R。)/r。thと の積 で与え
られるCNRの 長 区間申央値r鵬(R。)を満足す るように送信電力を決定す る。
なお,③ では空聞的 な伝搬損失,ア ンテナゲ イン等 を考慮 しなければな らない。 この場合,ゾ ー
ン半径に対する伝搬損失をLp,受 信機の雑音電力を 鳶T。Bn1V,,所要 送信電力 をPε とすれば
Pτ=r而 ・鳶TeBnハ τゴ ・Lρ/(GτG,) (5.41)
で 与 え られ る。 ただ し,Gε お よびG,は それ ぞれ フ ィーダ損 失 も含 め た送 信 ア ンテ ナゲ イ ンお よ
び 受 信 ア ンテ ナゲ イ ンで あ る。 また,た はボル ツマ ン定 数(-198.6dBm/Hz'K),T。 は
絶 対 温度 で ある。 さ らに,B豆 お よ び1>デはそ れぞ れ受 信機 の雑 音 帯域 幅 お よ び雑音 指 数 で あ る。
ここで は,オ フセ ッ ト同時送 信 で最 大比 合 成 ダ イバ ー シテ ィ受信 に相 当 す る誤 り率 改善 効果 が得
られ る場 合 を例 に と って基 地局 の送信 電力Pτ を求 め る。 規定 品 質 と して平 均 ビ ッ ト誤 り率10-3
を,ま た,対 数 正規 分布 の標準 偏 差 は6dBと 仮定 す る。 この とき,規 定 品質 に対 す るr。q3の 閾
値rthは27dBと な り,最 も大 きなr(Rz)を 与 え る θ=π/6に 対 す るr。thの 値 を図5.3
か ら求 め る と6.8dBを 得 る。 一方,ゾ ー ン全 体 の 劣化 確率 を0.1%と すれ ばrth=27dB
に対 応 す る短 区間 平 均CNRの マー ジ ンはOdBと な る。 ただ し,CNRマ ー ジ ンはOdB以 下 を
考 え ない もの と した。 式(5.40)に これ らの値 を 代入 す る ことに よ りr。(R。)/r。th=20
.2dBを 得 る。 これ と,r。tト=6.8dBと か ら,ゾ ー ン周 辺 にお け る短 区 間平 均CNRの 中
央 値 す なわ ち長 区 間 中央 値 を求 め る とr訳R。)=27dBと な る。 ま た,rLh=10dBす なわ ち
規 定品 質 と して ビ ッ ト誤 り率4.6×10-2を 想 定 した ときrm(R。)=13.1dBと な る。 こ
こで,T。=300.K,Bn=16kHz,1yノ=10dB,送 信 ア ンテ ナお よび受 信 ア ンテ ナ
の総合 ゲ イ ンを8dBと す る。 また,基 地 局 ア ンテ ナ高 お よび移 動 局 ア ンテ ナ高 を それ ぞれ70m
お よ び1.5mと す る。 さ らに,無 線 ゾー ン半 径 をR、=3km,周 波数 を900MHzと して大
都市 の市街 地 に対 す る秦 の伝搬 損 失 の実験 公 式 を 用 いれ ばLp=137dBと な る{8)。これ らの
値 を式(5.42)に 代 入 す るこ とに よ ってrth=27dBお よ びrth-!0dBの それ ぞれ に対
しPτ=2.6Wお よび0.1Wを 得 る。
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一方 同時送信を行わ ない場合の送信電力 はrth=27dBお よびrtト=10dBの それぞれに
対応 してP、=22.6Wお よび0.59Wと な り,オ フセ ッ ト同時送信を行 うことによ り送信電
力をそれぞれ1/9お よび1/6に 低減可能であることがわか る。
なお,自 動車電話で は,制 御 チ ャネルに対す る品質規定 は誤 り訂正および再送を行 うとい う条件
下 で,フ レーム誤 り率10-2以下でゾー ン周辺場所率90%を 確保す ること とされている。
本章で は所要送信電力の導出にあたっては,無 線呼 出あるいは自動車電話 で用 い られてい るよ う
な誤り訂正 再送等による伝送品質改善効果については考慮 していないが 実際の回線設計にあた
ってばこれらを考慮して規定伝送品質を定める必要がある。
5.5む すび
複局同時送信方式 のダ イバーシテ ィ効果 の評価法 に関 し,① 受信 レベルの瞬時変動 に対 する改
善効果 として得 られ る規定誤 り率に対す る所要短区聞平均CNRの 低減効果お よび②基地局 を地理
的に離 して設置す ることによ り短区聞平均CNRの 変動 に対する改善効果 として得 られ る所要短区
間平均CNRマ ージ ンの低減効果の両面か ら検討 した。 その際,複 局同時送信方式を搬送波周波数
の割 り当て方 により,(1)異 周波同時送信方式,(2)シ ンクロナス同時送信方式,(3)オ フ
セ ッ ト同時送信方式 の3種 類 に分類 し,そ れぞれについて前述 のダ イバー シテ ィ効果を定量的 に導
いた。更に,そ の結果 に基づ いて通常適用 される伝搬モデルを仮定 し熱雑音を考慮 した回線設計へ
の応用例を示 した。
本検討の結果,複 局同時送信方 式を陸上移動通信 に導入 した ときの所要短区間平均CNRの 低減
量 および所要短区間平均CNRに 対す るマージンの評価が可能 とな った。 これによれば,
①所要短区間平均CNRの 低減量 はオ フセ ッ ト同時送信方式,シ ンクロナス同時送信方 式 異周
波同時送信方式 の順に小 さ くなること,
②各方式 ともほぼ同等 のサイ トダ イバー シテ ィ効果が得 られ,所 要短区間平均CNRマ ージ ンを
5dB程 度低減 できることが明 らかにな った。
実際 の伝送路への複局同時送信方式 の適用性を考えた とき,周 波数利用率あ るい は方式 の実現性
の点で、 シンク ロナス同時送信方式あるいはオフセ ッ ト同時送信方式 を採用す るのが望 ま しい。 こ




デ ィジタル陸上移動通信の制御信号 あるいは呼出信号の送信系 において,高 効率で高品質 な信号
伝送を可能 とす る複局同時送信方式 の実現を 目的 として,狭 帯域高能率変復調技術,伝 送 品質改善
技術 として の送信ダ イバーシテ ィ方式 とその複局同時送信方式への適用性,複 局同時送信効果の評
価 と回線設計法等 について検討 した。
本研究 の成果を総括すると以下の通 りである。
(1)移動通信 に要求 されるスペク トラム特性を満足す るGMSK変 調波信号を符号間干渉 の影響を
抑圧 し,効 率良 く遅延検波復調する2ビ ッ ト遅延検波を提案 した。GMSK2ビ ッ ト遅延検波 の
伝送特 性を熱雑音,フ ェージ ング時の ランダムFM雑 音を考慮 し理論的に導 出す るとともに実験
的に これを検証 し,送 信ベースバ ン ド帯域制限 の大 きさに対する伝送特性の評価を可能 とした。
その結果,た とえばBムT=0.25のGMSKで は,非 フェージ ング時 のビ ッ ト誤 り率10辱3
を与え るCNRは13.8dBで あり,従 来 の1ビ ッ ト遅延検波 と比較 して5.5dB改 善 され
ることが明 らかになり,そ の有効性が確認 され た。
(2)移動通信にお ける伝送品質改善技術 のひ とつである送信ダ イバー シテ ィ方式 について,位 相連
続FSK遅 延検 波を対象 とした従来 よ り周波数領域で の伝送効率の高 い方式 を提案 し,熱 雑音お
よび同一 チ ャネル干渉妨害 に対す る誤 り率特性を解析的に求めた。また,誤 り率の改善効果を室
内実験および走行実験により確認 した。 さらに,送 信ダイバー シテ ィを行 う場合のスペク トラム
利用効率を求めた。 その結果,本 方式 によれば
①各ブ ランチの受信信号 に対する検波出力を用いた等利得合成ダ イバー シテ ィ受信に相 当する誤
り率特性の改善効果が得 られ る。すなわち,2ブ ランチ構成暁 準静的 レィ リー フェージング
存在下で,平 均 ビ ッ ト誤 り率10-3に対す る所要平均CNRお よび所要平均CIRの 改善量 は
12.5dBと なること,
②変調方式 としてMSKを 用 いた場合,2ブ ランチ構成時 の伝送効率 は0.5bps/Hzで あ
り,ス ペク トラム利用効率 は送信ダ イバーシテ ィを行わない場合の2.8倍 向上で き周波数 の
有効利用が はかれること,
が明 らかにな った。 さ らに,走 行伝送実験結果か ら本ダイバー シテ ィ方式 は複局同時送信 による
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呼出信号 あるいは制御信号伝送 のみな らず,単 一基地局においてブ ランチ構成 を行 うことによ り
デ ィジタル音声 ・データ等の通話信号伝送に も適す ることが明 らか とな った。 これによ り,小 形
化 ・経済化が特 に要求 され る携帯電話 などへの送信ダ イバー シテ ィ方式の適用 の可能性が示 され
た。
(3)複局制御 にお ける複局同時送信方式に関 し,無 線呼 出あるいは大都市 を対象 とす る自動車電話
に採用 されている搬送波周波数オ フセ ッ ト方式に代 わる新 しい方式 と して変調波形オ フセ ッ ト方
式を提案 し,誤 り率特性を理論的 ・実験的 に求めた。 その結果,
①無線ゾー ン周辺 にお いて従来方式 と同等 の誤 り率改善効果が得 られ,平 均 ビ ッ ト誤 り率10-3
にお ける所要平均CNRは13dB以 上 改善できること,
②最小誤 り率か らの劣化を3倍 まで許容 したとき,送 信周波数 の所要安定度 は従来方式 と比較 し
て約1桁 程度緩 くで き,800MHz帯 にお ける所要安定度 は3.1×10層6程 度 でよいこと
を明 らかに した。
本方式 は,仙 台 ・広島等 に導入 されている中小都市用 自動車電話方式 に実用化 されてお り,基
地局設備の経済化 を実現 している。
(4)複局同時送信にお けるダイバー シテ ィ効果の評価法に関 し,従 来 か ら用い られている受信 レベ
ルの瞬時変動 に対 する改善効果 として得 られ る,規 定誤 り率 に対する所要 短区闇平均CNRの 低
減効果に加 え,基 地局を互 いに地理的に離 して設置す ることによ り短区間平均CNRの 場所的変
動に対す る改善効果 として得 られる所要短区間CNRマ ー ジンの低減効果について検討 した。
上記ダ イバー シテ ィ効果 について,複 局同時送信方式を3種 類 の方式す なわ ち,異 周波同時送
信方式,シ ンクロナス同時送信方式,お よびオ フセ ッ ト同時送信方式 に分類 したうえで,各 々定
量的に導出 した。 その結果,正 六角形 ゾー ン構成 で注 目ゾー ンお よび周辺6ゾ ー ンで複局同時送
信 した ときには
①平均 ビ ッ ト誤 り率10-3にお ける所要短区間平均CNRの 低減量 は,異 周波同時送信方式,シ
ンクロナス同時送信方式,お よびオフセ ッ ト同時送信方式に対 して,そ れぞれOdB ,6。6
dBお よび2Q。6dBで あること,
②ゾ_ン 全体での劣化確率を5%と した ときの所要短区聞平均CNRに 対す るマー ジンは・異周
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波同時送信方式,シ ンクロナス同時送信方式お よびオフセ ッ ト同時送信方式 のそれぞれに対 し
て,5.6dB,5.2dBお よび4.6dBで あること(た だ し,オ フセ ッ ト同時送信方式
では等価短区間平均CNRに 対す る品質の閾値を10dBと した。)
が明 らかになった。
また,以 上 の検討結果 を用 いて,複 局同時送信方式 の回線設計 に関 して熱雑音を考慮 した無線
基地局 の送信電力 の決定法 について も述べた。 さ らに,そ の例 として,方 式 の実現性,周 波数利
用効率,規 定誤 り率 に対 する所要平均CNRの 低減効果 の点で有利 と判断 されるオフセ ッ ト同時
送信方式について無線基地局の送信電力を求 めた。 その結果,規 定品質 として誤 り率10-3,ゾ
ー ン全体での劣化確率を1%と したとき,同 時送信を行 うことによ り送信電力を約1/9に 低減
で きることが明 らかにな った。
本論文 では,取 り扱 いを容易にす るため,誤 り率特性の解析 ・ダ イバー シテ ィ効果 としての所要
短区間平均CNRの 低減量 および所要短区間CNRマ ージ ンの導出にあた って はビッ トレー ト16
kbps程 度以下の信号を相関帯域幅内において伝送する場合を対象 としてお り,伝 搬路上で発生
す る伝搬遅延時聞分散による歪の影響 は無視で きる とい う理想モデルに従 って検討 しているが,数
10kbps以 上の高速信号伝送を行 う場合に はその影響が顕著であることか ら,本 論文 の検討結
果の適用 に関 しては十分注意 しなければな らない。
移動通信 におけるデ ィジタル化 は途 についたばか りであるが,今 後 の非電話系新サー ビスの提供
とともに一層拍車がかかるもの と予想 され,近 い将来,我 々はデ ィジタル移動通信 の恩恵 に浴する
ことが可能 となるであろ う。 このため,デ ィジタル移動通信を支える各種伝送技術 の研究 ・開発 は
重要 な課題である。 と くに,従 来研究が立 ち遅 れていた高速伝送時 の伝送特性の解明な らびに伝搬
路特性等化器を は じめ とす る伝送特性改善技術の検討,周 波数 の有効利用を はか るための高能率変
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付 録1非 フェージ ング時の誤 り率特性
式(2.33)の 導出
準静的 レィリーフェージ ング時の誤 り率 は式(2.27)で ∫DT=0`とす ることにより
P・一÷1-
(÷ ≒1≒ 、/(A1・1)





一÷1-… △φ・トll卿← の ・恥h△ φ・・のd弓
1
=一 〔1-Icos△ φs卜Ie(sin△ φ5・ γ)〕(A1 .2)
2
と して 式(2.33)を 得 る。
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付 録2 スペク トラム利用効率
スベク トラム空間の要秦 には,① 無線周波数の帯域幅,② 物理的 な空間,お よび,③ 時間があ げ
ら拡 スペク トラム空間利用 に対する尺度 の単位 はこれ らの積で与え られ る。陸上移動通信では,
物理的な空間は通常2次 元空間 となるか ら`エ リア"を 用 いるのが適 当である。
一方,通 信 にお けるスペ ク トラムの利用効率 の定義 として は,属 ある系 の通信出力 に対す る,そ
の通信を行 うために必要なスペク トラム空間への入力 の比",あ るいは,巳 ある通信を行 うために,
着目システムお よび理想 システムが それぞれ使用 するスペク トラム空間の比"で 与え られる(94)。









また,第 二 の定義 によればスペク トラム利用効率 は
理想 システムによ って使用 されるスペク トラム空間
評価をす るシステムによ って使用 され るスペク トラム空間
(A2.3)
で与え ら拡 無名数 で0か ら1ま での値を とる。 しか し,(A2.3)に お ける理想 システムの定
義が不明確 なため,通 常 は比較す る他の システムとの相対値を求 めることになる。
第一の方法に従 うほうが簡便かつ理解 しやすいことか ら,ス ベク トラム利用効率の定義 として は
この定義が よ く用 い られる。 この とき,ス ペク トラム利用効率 ηは
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η=η'● η5● η 診 (A2.4)
で表 される。 ここで,η ノ,η 、および η書はそれぞれ周波数的利用効率 空間的利用効率お よび
時間的利用効率を示す。
とくに,小 ゾーン方式 を採用 した陸上移動通信で,1ゾ ー ンあたりのチ ャネル数 を π・(ch)・1
チ ャネルあた りの呼量をσ。(erlang/ch),ゾー ンの面積5(m2),お よび システムが使用 する









式(A2.6)に お け る ナ5は チ ャネル闇 隔(Hz/ch)を,1Vzは ク ラス タ あ た りの ゾ ー ン数 を





を得 る。 式(A2・7)に お いて・ チ ャネル間 隔 ナ・ は通 常,所 要 伝 送帯 域 幅B,に 比 例 す る。 従
って,B声 がm倍 となれ ば η,は1/m倍 にな る。
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付 録3 オフセット同時送信時の短区聞平均CNRの 確率密度関数
式(5.35)の 導出
ヨ冨rlr`の 確率密度関数を求め る。
























r1,r2の 結合 確率 密 度 関数P(r1,r2)お よびX,












同 様 に して,π=た(鳶:正 整 数)の と き,
Pω一誌 。計 誰 〕
を得 る。式(A3・8)に ん=7を 代入 して(5 .35)を 得 る。
(A3.6)
(A3.7)
(A3.8)
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